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資料３－２ 

 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

目標 1 
国民の薬剤
耐性に関す
る知識や理
解を深め、専
門職等への
教育・研修を
推進する 

戦略 1.1 
国民に対す
る薬剤耐性
の知識、理解
に関 する普
及啓発・教育
活動の推進 

国民全体に
向けた施策 

○「薬剤耐性（AMR）対策推進月間」（毎年 11 月）にあ
わせて、「第 4 回薬剤耐性（AMR）対策推進国民啓発
会議」（令和元年 11 月 27 日）を開催するとともに、駅
におけるポスターの掲示やデジタル広告の掲載、
AMR のロゴマークの作成・提供、Yahoo バナーなど
のインターネット広告やツイッター等の SNS を活用し
た広報等を展開し、国民の AMR に関する知識・理解
を増進するとともに、国民の主体的な取組を促進す
るための施策を推進した。また、推進月間における
普及啓発に係る政府の取組等をまとめ、内閣官房の
ウェブサイトにて公表した。【内閣官房、文部科学省、
厚生労働省、農林水産省】 

 
○「第 3 回薬剤耐性（AMR）対策普及啓発活動表彰」と

して、募集した取組事例（57 例）のうち、普及啓発活
動の推進に資する優良事例 6 例を薬剤耐性対策推
進国民啓発会議議長賞、文部科学大臣賞、厚生労
働大臣賞、農林水産大臣賞、「薬剤耐性へらそう！」
応援大使賞として表彰（令和元年 11 月）し、AMR 対
策の全国的な広がりを促進した。また、表彰式にあ
わせて、応援大使や俳優、お笑い芸人が出演するト
ークイベントを開催すること等により、国民に向けた
情報発信を行った。【内閣官房、文部科学省、厚生
労働省、農林水産省】 

 
○AMR 対策・抗菌薬適正使用に関して、動画、ポスタ

ー、リーフレット、ブックレット、カレンダー、インフォグ
ラフィック（静止画・動画）を作成し、AMR 臨床リファレ
ンスセンターのウェブサイトで公開した（令和 2年 3月
現在、動画 6 種、ポスター10 種、リーフレット 4 種、ブ
ックレット3種、カレンダー１種、インフォグラフィック静
止画 8 種を公開している。）。 
また、平成 30 年 10 月から 12 月にかけてはキャラク
ターを起用したポスター1 種とリーフレット 1 種を公開
した。【厚生労働省】 

 
○教育啓発のためのウェブサイト（平成29年9月開設）
を運営し、一般向け及び医療従事者向けの情報提
供を行っている。【厚生労働省】 

 
○11 月の「薬剤耐性（AMR）対策推進月間」にあわせ、
農林水産省ウェブサイトの AMR に関する内容につい
て、アクションプランの取組をまとめて閲覧できるよう
一新した。【農林水産省】 

 
○獣医師、畜水産関係者や一般向けに、AMR を取り巻

く国際的な動向や AMR 対策アクションプランに基づ
き国内で実施している獣医療分野での取組を紹介す
るシンポジウム「“One Health”時代を迎えた薬剤耐
性対策」を令和元年 11 月に開催した。【農林水産省】 

○AMR のロゴマークの提供、ツイッター等の SNS を活
用した広報等を展開し、国民の AMR に関する知識・
理解を増進するとともに、国民の主体的な取組を促
進するための施策を推進した。また、推進月間にお
ける普及啓発に係る政府の取組等をまとめ、内閣官
房のウェブサイトにて公表した。【内閣官房、文部科
学省、厚生労働省、農林水産省】 

 
○AMR 対策・抗菌薬適正使用に関して、動画、ポスタ

ー、リーフレット、ブックレット、カレンダー、インフォグ
ラフィック（静止画・動画）を作成し、AMR 臨床リファレ
ンスセンターのウェブサイトで公開した（令和 3年 3月
現在、動画 7 種（インフォグラフィック動画 3 種を含
む。）、ポスター9 種、リーフレット 4 種、ブックレット 3
種、カレンダー2 種、インフォグラフィック静止画 10 種
を公開している。）。 
また、令和 2 年 10 月から令和 3 年 1 月初旬にかけ
てキャラクターを起用したポスター1種とリーフレット 1
種を公開した。ポスター、リーフレット、ブックレットの
一部は印刷版を作成し、希望に応じて全国の自治
体、病院、薬局、教育機関などに配布した。全国の
関連イベントにも提供して参加者に配布した。「抗微
生物薬適正使用の手引き 第二版（令和元年 12 月
公開）」のダイジェスト版を日本医師会報に同梱する
形で日本医師会会員に配布した。【厚生労働省】 

 
○教育啓発のためのウェブサイト（平成29年9月開設）
を運営し、一般向け及び医療従事者向けの情報提
供を行っている。【厚生労働省】 

 
○農林水産省のウェブサイトに、アクションプランに基

づく AMR 対策の取組について情報提供を行ってい
る。また、畜産動物及び愛玩動物における AMR対策
について、フェイスブック、ツイッター等の SNS、バナ
ー広告等による積極的な広報を実施した。【農林水
産省】 

 
○日本医師会、日本獣医師会の協力を得て、医師、獣

医師、畜水産関係者や一般向けに、AMR 対策アクシ
ョンプランに基づき国内で実施している医療、獣医療
分野での取組を紹介するシンポジウム「薬剤耐性
（AMR）対策アクションプランの成果と次期の展望」を
令和 2 年 12 月に開催した。【農林水産省】 

○引き続き、ツイッター等の SNS を活用した広報等の
実施により、普及啓発活動の更なる推進を図る。【内
閣官房、文部科学省、厚生労働省、農林水産省】 

 
 
 
 
 
○引き続き、11月の薬剤耐性(AMR)対策推進月間に合

わせたキャンペーンを中心に普及啓発を図っていく
とともに、ウェブサイトの充実を図り、信頼度の高い
情報提供を行う。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、農林水産省ウェブサイトの充実やツイッタ

ー等の SNS による広報の積極的な実施により、動物
分野での AMR 対策の情報を発信する。【農林水産
省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

特定層に向
けた施策 

○外務省海外安全ホームページ等において、AMR に
関する感染症広域情報を引き続き掲載し、海外渡航
者に対して情報提供を行った。【外務省】 

 
○感染症対策及び医薬品を正しく使用することの必要
性に関する教育を推進するため、学習指導要領に基
づき、体育科・保健体育科の授業において、感染症
の予防及び医薬品の正しい使用について指導するこ
ととしている。また、中学生向けに感染症など、高校
生向けに感染症及び医薬品の適正使用などの健康
課題について総合的に解説した啓発教材を文部科
学省ウェブサイトに掲載するとともに、その活用を促
した。さらに、公益財団法人日本学校保健会を通じ
て、全国の小学校、中学校及び高等学校に配布した
「興味をもって取り組める医薬品の教育」の活用を図
るための研修会を開催した。【文部科学省】 

 
○動画、ポスター、リーフレット、ブックレット、カレンダ
ー、インフォグラフィック（静止画・動画）を作成し、
AMR 臨床リファレンスセンターのウェブサイトで公開
した。特にブックレット 1種は小児の保護者をターゲッ
トに作成し、小児科医による研修会や自治体イベント
などに合わせて配布した。 
また、全国の自治体、病院、薬局からの希望に応じ
て動画ファイルやポスター、リーフレット、ブックレット
を提供した。米国 CDC の発行している「外来におけ
る抗菌薬適正使用支援のコア・エレメント」を翻訳し、
ウェブページ上に公開した。【厚生労働省】 

 
○畜水産関連の生産者団体、動物用医薬品等生産資
材の関連団体、獣医師会等、獣医学関係の学会に
対し、抗菌剤の慎重使用をはじめとする AMR 対策の
普及啓発活動への協力を依頼するとともに、意見交
換の実施、雑誌への寄稿やリーフレットの掲載等に
取り組むなどの AMR 対策の普及啓発活動を推進し
た。【農林水産省】 

○外務省海外安全ホームページ等において、AMR に
関する感染症広域情報を引き続き掲載し、海外渡航
者に対して情報提供を行った。【外務省】 

 
○感染症対策及び医薬品を正しく使用することの必要

性に関する教育を推進するため、学習指導要領に基
づき、体育科・保健体育科の授業において、感染症
の予防及び医薬品の正しい使用について指導するこ
ととしている。また、中学生向けに感染症など、高校
生向けに感染症及び医薬品の適正使用などの健康
課題について総合的に解説した啓発教材を文部科
学省ウェブサイトに掲載するとともに、その活用を促
した。【文部科学省】 

 
○WHO 手指衛生 5 つのタイミング・ミニポスターを作成

した。動画、ポスター、リーフレット、ブックレット、カレ
ンダー、インフォグラフィック（静止画・動画）は引き続
き AMR 臨床リファレンスセンターのウェブサイトで公
開し利用できる。特にブックレット 1 種は小児の保護
者をターゲットに作成し、小児科医による研修会や自
治体イベントなどに合わせて配布した。また子供向け
にキャンペーンのクリアファイルやシールを作成し、
全国の薬局 339 店舗で配布した。また、高齢者施設
向けのミニポスターを作成中である。全国の自治体、
病院、薬局からの希望に応じて動画ファイルやポス
ター、リーフレット、ブックレットを提供した。米国 CDC
の発行している「病院における抗菌薬適正使用支援
のコア・エレメント」を翻訳し、ウェブページ上に公開し
た。 
AMR 対策の優良取り組み事例として、ウェブサイトで
小動物臨床現場や養殖魚の AMR 対策活動を紹介し
た。【厚生労働省】 

 
○畜水産関連の生産者団体、動物用医薬品等生産資

材の関連団体、獣医師会等、獣医学関係の学会に
対し、抗菌剤の慎重使用をはじめとする AMR 対策の
普及啓発活動への協力を依頼するとともに、愛玩動
物飼い主向けポスター、抗菌薬の慎重使用に役立つ
ツール及び愛玩動物における抗菌薬の慎重使用の
手引きを配布するなどの AMR 対策の普及啓発活動
を推進した。【農林水産省】 

○引き続き、厚生労働省と協力しながら、外務省海外
安全ホームページ等を通じて適時適切な情報提供
に努める。【外務省】 

 
○引き続き、感染症対策及び医薬品を正しく使用する

ことの必要性に関する教育を推進する。【文部科学
省】 

 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、11月の「薬剤耐性(AMR)対策推進月間」に

合わせたキャンペーンを中心に資材・ツールを作成
し、普及啓発を図っていく。各職能団体や学術団体と
の共同活動を通じ、自主的な活動を推進する。ま
た、普及啓発活動について企業、学術団体及び行政
とで共同で行う枠組みの成立の可否を検討する。
【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、関連団体等と意見交換を重ねるとともに、

リーフレットやパンフレットの作成・配布、イベントの
開催等により、普及啓発活動を推進する。 
普及啓発活動への協力を表明した団体等において、
適切に普及啓発活動が行われるよう、講師の派遣
等により、支援する。【農林水産省】 

戦略 1.2 関
連分野の専
門職等に対
する薬剤耐
性に関 する
教育、研修の
推進 

卒前教育 

○臨床検査技師の学校養成所カリキュラム等について
検討を行っている。【厚生労働省】 

 
○AMR の基幹検査機関である動物医薬品検査所に獣

医系大学等の学生 10 名をインターンで受け入れ、
AMR 対策の知識や技術に関する教育活動を実施し
た。また、獣医系大学 12 大学に国の職員の派遣等
により、講義（『獣医師に求められる AMR 対策』とし
て）を実施し、効果測定のアンケートを実施した。【農
林水産省】 

○臨床検査技師の学校養成所カリキュラムについて、
感染管理等を含め全体的に見直しを行った。【厚生
労働省】 

 
○獣医系大学 12 大学に国の職員の派遣や研修用の
動画配布により、講義（『獣医師に求められるAMR対
策』として）を実施し、効果測定のアンケートを実施し
た。【農林水産省】 

○改正後のカリキュラムに基づいて、臨床検査技師養
成課程において感染予防・管理（IPC）等に関する教
育を実施する。【厚生労働省】 

 
○獣医系大学への講師派遣または研修用動画の配布

による AMR に関する講習会を通じて教育活動を行
う。【農林水産省】 



3 

 

 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

国家資格試
験 

○医師国家試験においては、平成 24 年度（平成 25 年
2 月）より「多剤耐性菌」の項目の記載を具体化・追
加した出題基準を適用した医師の国家試験を実施し
ており、平成 29 年度（平成 30 年 2 月）からは項目名
を「薬剤耐性<AMR>」の記載とした新たな出題基準を
適用し、医師国家試験を実施している。【厚生労働
省】 

 
○歯科医師国家試験においては、平成 29 年度（平成

30 年 2 月）より「抗菌薬の適正使用<AMS>と薬剤耐
性<AMR>」の項目の記載を具体化・追加した出題基
準を適用した歯科医師の国家試験を実施している。
【厚生労働省】 

 
○「薬剤耐性<AMR>対策」や「薬剤耐性<AMR>（多剤耐
性菌）」などの項目を含む保健師助産師看護師国家
試験出題基準を適用した保健師・助産師・看護師の
国家試験を実施した。【厚生労働省】 

 
○平成 28 年度に改訂した薬剤師国家試験出題基準に

おいて、「薬剤耐性菌及び薬剤耐性化機構について
説明できる」や「薬剤耐性菌による院内感染につい
て、予防方法、薬物治療等を説明できる」など、項目
の記載を具体化済みである。【厚生労働省】 

 
○獣医師国家試験出題基準に則し、AMR、感染予防・

管理、抗菌剤の適正使用等に関する試験問題につ
いて検討した。【農林水産省】 

○医師国家試験においては、平成 24 年度（平成 25 年
2 月）より「多剤耐性菌」の項目の記載を具体化・追
加した出題基準を適用した医師の国家試験を実施し
ており、平成 29 年度（平成 30 年 2 月）からは項目名
を「薬剤耐性<AMR>」の記載とした新たな出題基準を
適用し、医師国家試験を実施している。【厚生労働
省】 

 
○歯科医師国家試験においては、平成 29 年度（平成

30 年 2 月）より「抗菌薬の適正使用<AMS>と薬剤耐
性<AMR>」の項目の記載を具体化・追加した出題基
準を適用した歯科医師の国家試験を実施している。
【厚生労働省】 

 
○「薬剤耐性<AMR>対策」や「薬剤耐性<AMR>（多剤耐

性菌）」などの項目を含む保健師助産師看護師国家
試験出題基準を適用した保健師・助産師・看護師の
国家試験を実施した。【厚生労働省】 

 
○薬剤師国家試験においては、平成 28 年度に改訂し

た出題基準にて、「薬剤耐性菌及び薬剤耐性化機構
について説明できる」や「薬剤耐性菌による院内感染
について、予防方法、薬物治療等を説明できる」な
ど、項目の記載を具体化済みであり、令和 2 年度か
ら当該出題基準を適用した薬剤師国家試験を実施し
ている。【厚生労働省】 

 
○獣医師国家試験出題基準に則し、AMR、感染予防・

管理、抗菌剤の適正使用等に関する試験問題の出
題について検討した。【農林水産省】 

○医師については、引き続き当該出題基準を適用した
国家試験を実施する。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
○歯科医師については、引き続き当該出題基準を適用

した国家試験を実施する。【厚生労働省】 
 
 
 
 
○保健師・助産師・看護師については、引き続き当該

出題基準を適用した国家試験を実施する。【厚生労
働省】 

 
 
○薬剤師については、引き続き当該出題基準を適用し

た国家試験を実施する。【厚生労働省】 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、獣医師国家試験出題基準に則し、AMR、

感染予防・管理、抗菌剤の適正使用等に関する試験
問題について検討する。【農林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

卒後初期教
育・研修 

○医道審議会医師臨床研修部会報告書に基づいた、
施行通知を発出し、臨床研修の到達目標に薬剤耐
性菌対策を含む項目を位置付けることとした。【厚生
労働省】 

 
○歯科医師臨床研修制度の改正に関するワーキング
グループにおいて、臨床研修の到達目標に薬剤耐
性菌対策を含む項目を位置付けることについて検討
し、令和 2 年 1 月に「歯科医師臨床研修制度の改正
に関するワーキングループ報告書」をとりまとめ、到
達目標として、「医療の最新動向（薬剤耐性菌等を含
む。）を把握すること」を位置づけた。【厚生労働省】 

 
○日本薬剤師会と共催したセミナーを通じて研修プロ
グラムの開発に関する情報収集を行った。【厚生労
働省】 

 
○医療関係者以外の医療機関で働く者を対象として、
セミナー開催や eラーニング構築を通じて研修プログ
ラムの開発を行った。【厚生労働省】 

 
○感染症教育コンソーシアムコアメンバー会議におい
て研修プログラムの必要性や内容について議論を行
った。【厚生労働省】 

 
○農林水産省ウェブサイトで公開中の、AMR 対策のポ

イントや、抗菌剤の慎重使用の考え方及び薬剤耐性
感受性試験に関する研修用動画（獣医師及び生産
者向け）について、都道府県、関係団体に DVD とし
て配布し、普及活動を行った。 
都道府県の家畜防疫員を対象とした研修会を 2 回、
都道府県の魚類防疫員等を対象とした研修会を１回
開催するとともに、臨床獣医師、畜産関係者等を対
象とした AMR 対策についての講演等を 18 回実施し
た。【農林水産省】 
 

○医療関係者の協力の下、獣医師、畜水産関係者向
けに、AMR 対策アクションプランに基づき国内で実施
している畜産、水産及び愛玩動物分野での取組を紹
介するシンポジウム「“One Health”時代を迎えた薬
剤耐性対策」を令和元年 11 月に開催した。【農林水
産省】 

○令和 2 年度より臨床研修の到達目標に薬剤耐性菌
対策を含む項目等を盛り込んだ医師臨床研修を行っ
た。【厚生労働省】 

 
○歯科医師臨床研修制度の改正に関するワーキング

グループにおいて、臨床研修の到達目標に薬剤耐
性菌対策を含む項目を位置付けることについて検討
し、令和 2 年 1 月に「歯科医師臨床研修制度の改正
に関するワーキングループ報告書」をとりまとめた。
令和 3 年 4 月施行の歯科医師臨床研修制度の改正
において、新たな到達目標として、「医療の最新動向
（薬剤耐性菌等を含む。）を把握する。」を位置づけ
た。【厚生労働省】 

 
○日本薬剤師会と共催したセミナーを通じて研修プロ

グラムの開発に関する情報収集を行った。【厚生労
働省】 

 
○医療関係者以外の医療機関で働く者を対象として、

セミナー開催や eラーニング構築を通じて研修プログ
ラムの開発を行った。【厚生労働省】 

 
○感染症教育コンソーシアムコアメンバー会議におい

て研修プログラムの必要性や内容について議論を行
った。【厚生労働省】 

 
○獣医師及び生産者向けに AMR に関する動画（薬剤

耐性対策の基礎、抗菌剤に頼らない畜産生産）を作
成し、ウェブサイトで公開するとともに、関係団体等
へ広く案内した。 
都道府県の家畜防疫員を対象とした研修会を１回開
催するとともに、臨床獣医師、畜産関係者等を対象と
した AMR 対策についての講演等を 8 回実施した【農
林水産省】 
 
 

○日本医師会、日本獣医師会の協力を得て、医師、獣
医師、畜水産関係者や一般向けに、AMR 対策アクシ
ョンプランに基づき国内で実施している医療、獣医療
分野での取組を紹介するシンポジウム「薬剤耐性
（AMR）対策アクションプランの成果と次期の展望」を
令和 2 年 12 月に開催した【農林水産省】 

○引き続き、新たな臨床研修の到達目標を踏まえた医
師臨床研修を行う。【厚生労働省】 

 
 
○令和 3 年度より、「医療の最新動向（薬剤耐性菌等を

含む。）を把握する。」を位置づけた、新たな臨床研
修の到達目標を踏まえた歯科医師臨床研修を行う。
【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
○日本薬剤師会との企画等を通じて研修プログラムの

開発、導入の必要性や内容に関する検討を進める。
【厚生労働省】 

 
○引き続き、研修プログラムを開発してセミナーや e ラ

ーニングで活用する。卒後導入研修における e ラー
ニングの活用などを全国の病院に呼びかけていく。
【厚生労働省】 

 
 
 
 
○畜産の生産現場における抗菌剤の慎重な使用の取

組を推進するため、作成した動画を活用しながら、獣
医師、生産者等を対象とした研修会を開催するとと
もに、都道府県で実施している講習会や獣医師が関
係する学会、畜産関係団体における会議等に講師
を派遣し AMR に関する啓発を実施する。 
また、引き続き、都道府県の家畜防疫員を対象とし
た研修を開催するとともに、都道府県の魚類防疫員
等を対象とした研修会を開催する。【農林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

生涯教育 

○医療関係者向けのセミナーを全国 10 か所で開催し、
抗微生物薬適正使用や感染対策に関する研修プロ
グラムを提供した。平成 30 年 6 月に e ラーニングの
システムを公開し、セミナーに参加できない医療関係
者にも研修プログラムを提供する体制を整えた。歯
科医師勉強会参加者を対象として、AMR の認知度
や採用抗菌薬等のアンケート調査を行った。【厚生労
働省】 

 
○日本外来小児科学会、日本小児科感染症学会、日
本環境感染学会、日本臨床微生物学会などの専門
家集団との共催でセミナーやシンポジウムを開催し
た。【厚生労働省】 

 
○全国保健所長会協力事業 AMR 対策等推進事業班

と協力し、AMR 対策を学ぶグループワーク教材を開
発するとともに、その教材を用いた講習会を行った。
【厚生労働省】 

 
○自治体で開催するセミナーについて、全国保健所長
会協力事業AMR対策等推進事業班から全国に広報
を行った。【厚生労働省】 

 
○農林水産省ウェブサイトで公開中の、AMR 対策のポ

イントや、抗菌剤の慎重使用の考え方及び薬剤耐性
感受性試験に関する研修用動画（獣医師及び生産
者向け）について、獣医療関係団体、都道府県等に
DVD として配布し、普及活動を行った。 
都道府県の家畜防疫員を対象とした研修会を 2 回、
都道府県の魚類防疫員等を対象とした研修会を１回
開催するとともに、臨床獣医師、畜産関係者等を対
象とした AMR 対策についての講演等を 18 回実施し
た。【農林水産省】 

 
○医療関係者の協力の下、獣医師、畜水産関係者向

けに、AMR 対策アクションプランに基づき国内で実施
している畜産、水産及び愛玩動物分野での取組を紹
介するシンポジウム「“One Health”時代を迎えた薬
剤耐性対策」を令和元年 11 月に開催した。【農林水
産省】 

○医療関係者向けのセミナーで令和 2 年度当初計画し
ていたものは、新型コロナウイルス流行の影響で中
止せざるを得なかった。その代替としてオンラインあ
るいはハイブリッド形式で、抗微生物薬適正使用や
感染対策に関する研修プログラムを提供するものを
1 回、AMR 対策アクションプランを振り返り、現状と今
後の課題をさぐるものを 1 回、J-SIPHE 活用 web セ
ミナーを 1 回開催した。日本歯科医師会と共催で歯
科医療従事者対象のセミナーをオンライン開催し、e
ラーニングとして掲載した。また、日本医師会でも生
涯教育制度の e ラーニングを作成した。AMR 臨床リ
ファレンスセンターのウェブサイトの eラーニングの充
実を図った。【厚生労働省】 

 
○日本歯科医師会、日本小児感染症学会などの専門

家集団との共催でセミナーやシンポジウムを開催し
た。【厚生労働省】 

 
○全国保健所長会協力事業 AMR 対策等推進事業班

と協力し、薬剤耐性対策を学ぶグループワーク教材
を開発した。また国立保健医療科学院の自治体担当
者を対象とした「感染症集団発生対策研修」の講師
を務めた。【厚生労働省】 

 
○自治体で開催するセミナーについて、全国保健所長

会協力事業AMR対策等推進事業班から全国に広報
を行った。【厚生労働省】 

 
○愛玩動物関連団体、獣医師会等、獣医学関係の学

会、動物病院に対して、愛玩動物飼い主向けポスタ
ー、抗菌薬の慎重使用に役立つツール及び愛玩動
物における抗菌薬の慎重使用の手引きを配布し、普
及啓発活動を行った。 
獣医師及び生産者向けに AMR に関する動画（薬剤
耐性対策の基礎、抗菌剤に頼らない畜産生産）を作
成し、ウェブサイトで公開するとともに、関係団体等
へ広く案内した。 
都道府県の家畜防疫員を対象とした研修会を 1 回、
都道府県の魚類防疫員等を対象とした研修会を１回
開催するとともに、臨床獣医師、畜産関係者等を対
象とした AMR 対策についての講演等を 10 回実施し
た。【農林水産省】 

 
○日本医師会、日本獣医師会の協力を得て、医師、獣

医師、畜水産関係者や一般向けに、AMR 対策アクシ
ョンプランに基づき国内で実施している医療、獣医療
分野での取組を紹介するシンポジウム「薬剤耐性
（AMR）対策アクションプランの成果と次期の展望」を
令和 2 年 12 月に開催した。【農林水産省】 

○引き続き、研修プログラムを開発して各地でセミナー
を開催するとともに、e ラーニングコンテンツの充実を
図る。また、引き続き、セミナーの開催や e ラーニン
グシステムについて職能団体や各種学会に情報提
供し、参加を促していく。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、職能団体や各種専門学会と連携して教育

研修を行う。【厚生労働省】 
 
 
○より多くの自治体とともにセミナーを開催するととも

に、教材のブラッシュアップを進め、指導者育成のた
めのワークショップを行うなど全国で展開していく。ま
た、自治体への広報を行っていく。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
○畜産の生産現場における抗菌剤の慎重な使用の取

組を推進するため、作成した動画を活用しながら、獣
医師、生産者等を対象とした研修会を開催するとと
もに、都道府県で実施している講習会や獣医師が関
係する学会、畜産関係団体における会議等に講師
を派遣し AMR に関する啓発を実施する。 
また、引き続き、都道府県の家畜防疫員を対象とし
た研修会を開催するとともに、都道府県の魚類防疫
員等を対象とした研修会を開催する。【農林水産省】 

専門教育 

○感染症教育コンソーシアムを通じて職能団体や各種
学会との意見交換を行った。【厚生労働省】 

 
○AMR 臨床リファレンスセンターが、国立感染症研究
所との共催で医療疫学講習会を令和元年 7 月に行
った。【厚生労働省】 

○感染症教育コンソーシアムを通じて職能団体や各種
学会との意見交換を行った。医師会と歯科医師会の
生涯教育制度の e ラーニングを作成し、掲載した。
【厚生労働省】 

 
○AMR 臨床リファレンスセンターが、国立感染症研究

所との共催で医療疫学講習会を令和 2年 7月に行っ
た。【厚生労働省】 

○引き続き、感染症教育コンソーシアムを通して検討
や働きかけを進めていく。日本専門医機構による新
専門医制度との整合性について調査を進める。【厚
生労働省】 

 
○令和 3 年度も医療疫学講習会を行う。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

普及啓発・教
育体制の確
保 

○医療分野の専門家による感染症教育コンソーシアム
を設立するとともに、専門家に呼びかけ、AMR 対策
サポーターとし、必要に応じて専門家を医療機関等
へ派遣できる体制を整えている。【厚生労働省】 

 
○AMR 臨床リファレンスセンター情報・教育支援室にお

いて各種資材を作成するとともに、相談に対応してい
る。また、各地の優良事例をまとめてウェブサイト上
に公開した。「列島縦断 AMR 対策事例紹介シリー
ズ」 
http://amr.ncgm.go.jp/case-study/ 
【厚生労働省】 

 
○農林水産省ウェブサイトで公開中のAMR対策のポイ
ントや、抗菌剤の慎重使用の考え方及び薬剤耐性感
受性試験に関する研修用動画（獣医師及び生産者
向け）について、獣医療関係団体、都道府県等に
DVD として配布し、普及活動を行った。また、農林水
産省ウェブサイトで公開中の牛及び豚の呼吸器病並
びに牛の乳房炎の抗菌剤治療ガイドブックについ
て、都道府県を通じて獣医療現場、生産現場に冊子
として配布し、普及活動を行った。更に、愛がん動物
における抗菌性物質の慎重使用に関する手引き・ツ
ールを農林水産省ウェブサイトで公開した。【農林水
産省】 

○医療分野の専門家による感染症教育コンソーシアム
を設立するとともに、専門家に呼びかけ、AMR 対策
サポーターとし、必要に応じて専門家を医療機関等
へ派遣できる体制を整えている。【厚生労働省】 

 
○AMR 臨床リファレンスセンター情報・教育支援室にお

いて各種資材を作成するとともに、相談に対応してい
る。また、各地の優良事例をまとめてウェブサイト上
に公開した。「列島縦断 AMR 対策事例紹介シリー
ズ」 
http://amr.ncgm.go.jp/case-study/ 
【厚生労働省】 

 
○獣医師、生産者及び獣医学生向けに AMR に関する
動画（薬剤耐性対策の基礎、抗菌剤に頼らない畜産
生産）を作成し、ウェブサイトで公開した。愛玩動物
飼い主向けポスター、獣医師向けに、抗菌薬の慎重
使用に役立つツール及び愛玩動物における抗菌薬
の慎重使用の手引きを作成し、ウェブサイトで公開し
た。【農林水産省】 

○感染症教育コンソーシアムを構成する職能団体・専
門団体との協力関係を継続し、コンソーシアムによる
活動の充実を図る。【厚生労働省】 

 
 
○資材作成及び優良事例の紹介を継続する。問い合

わせ対応についても継続する。【厚生労働省】 
 
 
 
 
 
 
○AMRに関する動画等のe-ラーニング教材を活用して

普及啓発・教育活動を推進するとともに、引き続き、
農林水産省のウェブページを充実させる。【農林水
産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

目標 2 
薬剤耐性及
び抗微生物
剤の使用量
を継続的に
監視し、薬剤
耐性の変化
や拡大の予
兆を適確に
把握する 

戦略 2.1 
医療・介護分
野における薬
剤耐性に関
する動向調
査の強化 

感染症発生
動 向 調 査
（ NESID ） の
強化 

○多剤耐性結核について、結核患者登録システムによ
る情報収集と集計を行い公表するとともに、AMED 研
究班により最新のAMR情報を収集した。多剤耐性淋
菌については、AMED 研究班が多剤耐性淋菌感染
症の調査を実施し、WHO グローバル薬剤耐性サー
ベイランスシステム（GLASS)への報告を行った。ま
た、耐性淋菌の国際伝播に関して論文発表を行っ
た。【厚生労働省】 

 
○ 全数届出対象耐性菌（CRE、VRE、MDRA）の疫学

情報のまとめを感染研ホームページ上で公表した。
中小病院における薬剤耐性菌アウトブレイク対応ガ
イダンスを国立国際医療研究センター薬剤耐性臨床
リファレンスセンターと共同で作成し、全国保健所長
会の地域保健総合推進事業の報告書一覧の薬剤耐
性（AMR）対策等推進事業を通じて保健所長に周知
した。【厚生労働省】 

 
○ 自治体担当者を対象にした地方衛生研究所サーベ

イランス業務従事者研修で耐性菌届出について周知
した。令和元年度医療疫学講習会（国立国際医療研
究センターとの共催）での研修で耐性菌の届出推進
を行った。地方衛生研究所の薬剤耐性菌検査担当
者向けの実技研修を実施した。令和元年度には、
MDRA の院内感染 1 事例、VRE 院内感染 1 事例に
ついて、自治体からの支援依頼に基づいて実地疫学
調査を行った。【厚生労働省】 

 
○薬剤耐性菌検査結果の感染症発生動向調査
（NESID）に報告された検査結果の集計及び公表を
実施した。【厚生労働省】 

 
○感染症法の CRE の届出基準について、院内感染対

策サーベイランス事業（JANIS）のデータを参考にし
ながら改定案を検討した。保菌も含めた薬剤耐性菌
の全体像を把握できる JANIS のデータを参考にし
て、実際の感染症の発生数を把握できる NESID での
ような届出基準が適切かを臨床微生物学会など関
係学会と意見交換を行った。【厚生労働省】 

○多剤耐性結核について、結核患者登録システムによ
る情報収集と集計を行い公表するとともに、AMED 研
究班により最新のAMR情報を収集した。多剤耐性淋
菌については、AMED 研究班が多剤耐性淋菌感染
症の調査を実施し、WHO グローバル薬剤耐性サー
ベイランスシステム（GLASS)への報告を行った。ま
た、国内で初めて分離されたアジスロマイシン高度
耐性淋菌 2 株に関して論文発表を行った。【厚生労
働省】 

 
○全数届出対象耐性菌（CRE、VRE、MDRA）の疫学情

報のまとめを感染研ホームページ上で公表した。中
小病院における薬剤耐性菌アウトブレイク対応ガイ
ダンスを国立国際医療研究センター薬剤耐性臨床リ
ファレンスセンターと共同で作成し、全国保健所長会
の地域保健総合推進事業の報告書一覧の薬剤耐性
（AMR）対策等推進事業を通じて保健所長に周知し
た。【厚生労働省】 

 
○自治体担当者を対象にした地方衛生研究所サーベ

イランス業務従事者研修で耐性菌届出について周知
した。地方衛生研究所の薬剤耐性菌検査担当者向
けの実技研修を実施した。令和 2 年度には、CRE の
院内感染 1 事例について、自治体からの支援依頼に
基づいて実地疫学調査を行った。【厚生労働省】 

 
○薬剤耐性菌検査結果の感染症発生動向調査

（NESID）に報告された検査結果の集計及び公表を
実施した。【厚生労働省】 

 
○感染症法の CRE の届出基準について、院内感染対

策サーベイランス事業（JANIS）のデータを参考にし
ながら改定案を検討した。保菌も含めた薬剤耐性菌
の全体像を把握できる JANIS のデータを参考にし
て、実際の感染症の発生数を把握できる NESID でど
のような届出基準が適切かを臨床微生物学会など
関係学会と意見交換を行った。【厚生労働省】 

 
○感染症法の CRE の基準にかからないカルバペネム

耐性腸内細菌科細菌がどの程度存在するかを明ら
かにするために、カルバペネム低感受性腸内細菌科
細菌を JANIS 参加施設に呼びかけて収集した。【厚
生労働省】 

○AMED 研究班において多剤耐性結核サーベイ及び
ベタキリン耐性バリアントの評価を行う。またそれら
のリンケージ解析を実施し、疫学的拡がりを調査す
る。淋菌の感受性試験と結果集計は、AMED 研究班
で研究を継続する。さらに迅速検査法の開発を進め
るとともに、外来診療において診断時に治療薬選択
を迅速に可能とする手法のコンセプトを確立する。
【厚生労働省】 

 
 
○定点把握対象（MDRP、MRSA）の耐性菌の疫学情報

のまとめを感染研ホームページ上で還元する。中小
病院における薬剤耐性菌アウトブレイク対応ガイダ
ンスを自治体に周知し、クロストリジオイデスディフィ
シルに関しての文章を追記する。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○引き続き医療疫学講習会での薬剤耐性菌関連の講

習・研修を行い、届出推進を行う。地方衛生研究所
の薬剤耐性菌検査担当者向けの研修内容を拡充
し、引き続き、実技研修を実施する。【厚生労働省】 

 
 
 
○引き続き NESID に報告された検査結果の集計及び

公表を実施する。【厚生労働省】 
 
 
○引き続き、CRE の届出基準の指標薬剤、対象菌種に

ついて具体的な改定案の検討を進める。【厚生労働
省】 

 
 
 
 
 
○引き続き、カルバペネム低感受性腸内細菌科細菌の

収集を継続する。【厚生労働省】 



8 

 

 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

院内感染対
策サーベイラ
ン ス 事 業
（JANIS）の強
化 

○WHO GLASS 方式に準拠し集計を検体別、年齢別な
どさらに詳細にして、結果をエクセルファイルで一般
に提供できるようにした。さらに、都道府県別での集
計結果を AMR 臨床リファレンスセンターに提供し、ワ
ンヘルスプラットフォーム web サイト上で、耐性菌の
分離率の分布を日本地図の中で可視化できるように
した。【厚生労働省】 

 
○検査受託機関の協力を得て、黄色ブドウ球菌など数
菌種を対象に、検査会社の実状に即した検査材料
別での集計を行うプログラムを開発し、集計の試行
を行った。【厚生労働省】 

 
○AMR の表現型の収集が可能な感染対策連携共通プ
ラットフォーム（ J-SIPHE ： Japan Surveillance for 
Infection Prevention and Healthcare Epidemiology）の
運営を行った。抗菌薬自動集計システムの改修を行
い、実装した。参加医療機関が JANIS サーバーから
還元情報 CSV ファイルをマウス操作で簡単に J-
SIPHE の取り込める機能を開発し、利便性を大きく向
上させた。薬剤耐性ワンヘルス報告書に基づいた
AMR の情報公開の場として、構築し、ウェブサイトの
更新準備を行った。さらに、ワンヘルスに関わるAMR
や入院・外来部門における抗微生物薬使用量
（AMU）の集約と公開のため、令和元年 10 月に「ワン
ヘルスプラットフォーム」を公開した。【厚生労働省】 

○WHO GLASS 方式に準拠し JANIS に提出された令和
元年のデータを検体別、年齢群別などの層別を行っ
て、都道府県別に集計し、AMR 臨床リファレンスセン
ターに提供し、ワンヘルスプラットフォーム web サイト
上で、耐性菌の分離率の分布を日本地図の中で可
視化できるようにした。【厚生労働省】 

 
○検査受託機関の協力を得て、黄色ブドウ球菌など数

菌種を対象に、検査会社の実状に即した検査材料
別での集計を行うプログラムを開発し、集計を行っ
た。集計結果を AMR 臨床リファレンスセンターに提
供した。【厚生労働省】 

 
○AMR の表現型の収集が可能な感染対策連携共通プ

ラットフォーム（ J-SIPHE ： Japan Surveillance for 
Infection Prevention and Healthcare Epidemiology）の
運営を行った。抗菌薬自動集計システムおよび薬剤
耐性菌情報を JANIS から直接取り込みできるシステ
ムの運用を開始し、参加医療機関のデータ集計労力
を軽減した。薬剤耐性ワンヘルス報告書に基づいた
AMR の情報公開の場として構築したウェブサイトを
令和 2 年度版に更新した。ワンヘルスに関わる
AMR、入院・外来部門における抗微生物薬使用量
（AMU）、感染症、予防接種情報を集約した「ワンヘ
ルスプラットフォーム」を運営し、データを更新した。
【厚生労働省】 

 
○JANIS 参加医療機関に呼びかけ、今日の日本に重

要な複数種類の薬剤耐性菌株を収集し、ゲノムを解
読し、重要な薬剤耐性遺伝子を網羅的に検出する、
JANIS とリンクした新たなサーベイランス（JARBS）を
進めた。【厚生労働省】 

○今後も毎年、同様の集計行い、AMR 臨床リファレン
スセンターに提供し、ワンヘルスプラットフォーム web
サイト上での閲覧を可能にする。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○集計結果をワンへルスプラットフォーム web サイト上

で可視化するための検討を AMR 臨床リファレンスセ
ンターと継続して行う。【厚生労働省】 

 
 
 
○本稼働した J-SIPHE を地域連携にさらに役立つよう

に引き続き改修・運営を行う予定である。また、ワン
ヘルス報告書の年次改訂に合わせ、「ワンヘルスウ
ェブサイト」を更新する予定である。さらに、「ワンヘ
ルスプラットフォーム」を地域連携に活用しやすいよ
うに改修し、公開する予定である。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
○薬剤耐性菌株の収集とゲノム解読に基づく薬剤耐性

遺伝子のサーベイランス（JARBS）を継続していくた
めの諸準備を進める。また、JARBS で構築した多検
体のゲノム解読と薬剤耐性遺伝子の網羅的検出シ
ステムを活用し、ワンへルス報告書の中にも重要な
薬剤耐性遺伝子の情報を掲載可能にするための準
備を進める。【厚生労働省】 

医療関連感
染症（HAI）動
向調査に関
する調査研
究の推進 

○医療関連感染症（HAI）の動向についても収集が可
能な「J-SIPHE」を、運営している。【厚生労働省】 

 
○「J-SIPHE」へ薬剤耐性菌情報を JANIS から直接取
り込めるシステムを実装した。JANIS が公開した都道
府県別の薬剤耐性菌情報を「ワンヘルスプラットフォ
ーム」へ取り込みを公開した。 

 
○統計専門家との連携により「JANIS 検査部門情報を
用いた薬剤耐性菌割合に関する研究」の分析を行
い、一部の JANISデータの経時的な変化を学会報告
した。「JANIS 検査部門情報を用いた本邦の AMR 死
亡者に関する研究」を公表した。【厚生労働省】 

○医療関連感染症（HAI）の動向についても収集が可
能な「J-SIPHE」を運営し、令和元年度の年報を報告
した。【厚生労働省】 

 
○「J-SIPHE」へ薬剤耐性菌情報を JANIS から直接取
り込めるシステムを実装した。JANIS が公開した都道
府県別の薬剤耐性菌情報を「ワンヘルスプラットフォ
ーム」へ取り込みを公開した。 

 
○「JANIS 検査部門情報を用いた本邦の AMR 疾病負
荷に関する研究」を公表した。【厚生労働省】 

○引き続き、J-SIPHE の年報を報告すると共に、データ
を利活用する体制を構築する予定である。【厚生労
働省】 

 
 
 
 
 
 
○「JANIS 検査部門情報を用いた本邦の AMR 疾病負

荷に関する研究」を継続し、疾病負荷を明らかにす
る。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

薬剤耐性に
関する包括
的なシンクタ
ンク機能を担
う組織の整備 

○八室のうち四室（一室（抗生物質・分子疫学研究
室）、二室（院内感染・統計研究室）、三室（ワンヘル
ス室）、五室（市中感染症研究室））に人員を配置し、
研究を進めた。地方衛生研究所における薬剤耐性
試験解析の支援、地方衛生研究所向けの薬剤耐性
菌研修、および地方衛生研究所との薬剤耐性菌共
同研究、NESID CRE 病原体サーベイランス、疫学セ
ンターと協働による NESID データ共有・リスクアセス
メントと自治体・医療施設での対策支援、院内感染ア
ウトブレイクの解析支援、日本薬局方抗生物質標準
品の製造・交付および抗生物質医薬品収去試験、
JANIS 運営と強化、J-SIPHE との連携、東南アジア
における海外版 JANIS(ASIARS-Net)の普及、WHO-
GLASS へのデータ提供、薬剤耐性病原体サーベイ
ンランス JARBS (Japan Antimicrobial Resistant 
Bacterial Surveillance)の実施、薬剤耐性菌バンクの
創設を行った。【厚生労働省】 

○八室のうち昨年度に続き三室（疫学研究室、ゲノム
疫学研究室、薬剤耐性真菌研究室）に人員を配置
し、研究を進めた。地方衛生研究所における薬剤耐
性試験解析の支援、地方衛生研究所向けの薬剤耐
性菌研修、および地方衛生研究所との薬剤耐性菌
共同研究、NESID CRE 病原体サーベイランス、疫学
センターと協働による NESID データ共有・リスクアセ
スメントと自治体・医療施設での対策支援、院内感染
アウトブレイクの解析支援、日本薬局方抗生物質標
準品の製造・交付および抗生物質医薬品収去試験、
JANIS の運営と強化、J-SIPHE との連携、東南アジ
アにおける海外版 JANIS (ASIARS-Net)の普及、
WHO-GLASS へのデータ提供、JANIS と連携した薬
剤 耐 性 病 原 体 サ ーベ イ ラ ン ス JARBS(Japan 
Antimicrobial Resistant Bacterial Surveillance)の実
施、WHO Tricycle Surveillance（三輪車プロジェクト）
と連携したワンヘルスサーベイランスの日本および
ベ ト ナ ム で の 実 施 、 薬 剤 耐 性 菌 バ ン ク 
JARBB(Japan Antimicrobial Resistant Bacterial 
Bank)への耐性菌の受け入れおよび国内製薬企業、
アカデミアへの菌株譲渡の実施、薬剤耐性研究セン
ターでの多検体ゲノムサーベイランスのためのハイ
スループットプラットフォームの確立を行なった。WHO 
AMR Collaborating Center の認証を受けた。令和 2
年度 AMR ワンヘルス東京会議で ASPIRE4 項目のう
ち 2 項目サーベイランスシステムと検査機関ネットワ
ーク、医療マネジメントについて薬剤耐性研究センタ
ーが WG 議長を務めた。【厚生労働省】 

○さらに薬剤耐性研究センターに人員を配置し、研究
体制を整備するとともに、大学等の研究機関や医療
機関、海外研究機関や WHO など国際機関と協力体
制を構築する。地方衛生研究所における薬剤耐性試
験解析の支援、地方衛生研究所向けの薬剤耐性菌
研修、および地方衛生研究所との薬剤耐性菌共同
研究、NESID CRE 病原体サーベイランス、疫学セン
ターと協働による NESID データ共有・リスクアセスメ
ントと自治体・医療施設での対策支援、院内感染ア
ウトブレイクの解析支援、日本薬局方抗生物質標準
品の製造・交付および抗生物質医薬品収去試験、
JANIS の運営と強化、J-SIPHE との連携、WHO 
Tricycle Surveillance（三輪車プロジェクト）と連携した
ワンヘルスサーベイランスの日本およびベトナムで
の 実 施 、 薬 剤 耐 性 菌 バ ン ク  JARBB(Japan 
Antimicrobial Resistant Bacterial Bank)への耐性菌
の受け入れおよび国内製薬企業、アカデミアへの菌
株譲渡の実施、薬剤耐性研究センターでの多検体ゲ
ノムサーベイランス・プラットフォームを用いたゲノム
サーベイランスを実施する。WHO AMR Collaborating 
Center として東南アジアにおける海外版 JANIS 
(ASIARS-Net)の普及、WHO-GLASS へのデータ提
供、WHO 加盟国（特に東南アジア）の三輪車プロジェ
クトのサポート（新型コロナウイルス感染症の収束の
後）、WHO の要望に応じて AMR 病原体アウトブレイ
クにおける病原体のゲノムシークエンス解析、遺伝
子解析の実施、AMR サーベイランス及びアウトブレ
イク対応のガイダンスペーパー作成のサポート、
WHO-Global Antimicrobials Resistance and Use 
Surveillanceの改善のサポートを行う。ASPIREのうち
２項目サーベイランスシステムと検査機関ネットワー
ク、医療マネジメントについての活動を行う。【厚生労
働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

戦略 2.2 
医療機関に
おける抗微
生物薬使用
量の動向の
把握 

医療機関に
おける抗微
生物薬使用
量（AMU ）動
向調査 

○J-SIPHE にて、抗菌薬自動集計システム実装し、薬
剤耐性菌情報を、JANIS と連携して活用した。【厚生
労働省】 

 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラム（ACAS）では病

院の外来部門や診療所の抗菌薬使用量が集計でき
ないため、新たに医科や調剤のレセプトから抗菌薬
を自動集計できるプログラム（ABC-J）を開発中であ
る。商業用のレセプトデータベースを利用し、非細菌
性気道感染症や急性膀胱炎における抗微生物薬使
用量を調査した。【厚生労働省】 

 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラムを、J-SIPHE へ

実装し、医療機関に対して J-SIPHEへの加入を推進
した。【厚生労働省】 

 
○AMU について、IQVIA ジャパンより令和元年の全国

データを購入し、AMR 臨床リファレンスセンターのホ
ームページ上で公開した。レセプト情報データベース
（NDB）特別抽出データを用いた抗菌薬使用量2013-
2017 を集計し、年齢区分別、診療形態別、都道府県
別に抗菌薬使用量を分析し、AMR 臨床リファレンス
センターのホームページ上で公開した。【厚生労働
省】 

 
○医科レセプト、調剤レセプトを読み込めるプログラム

である ABC-J を作成し、外来部門の調査も可能とし
た。【厚生労働省】 

 
○抗菌薬マスタを最新に更新し、AMR 臨床リファレンス

センターのホームページ上で公開した。抗菌薬使用
量に関する用語集を作成し、ホーページ上で作成し
た。【厚生労働省】 

○J-SIPHE にて、抗菌薬自動集計システムおよび薬剤
耐性菌情報を JANIS と連携するシステムを運用して
いる。【厚生労働省】 

 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラム（ACAS）では病

院の外来部門や診療所の抗菌薬使用量が集計でき
ないため、新たに医科や調剤のレセプトから抗菌薬
を自動集計できるプログラムを開発中である。商業
用のレセプトデータベースを利用し、非細菌性気道
感染症や急性膀胱炎における抗微生物薬使用量を
調査した。【厚生労働省】 

 
○診療所の抗菌薬適正使用フィードバックシステムの

構築にあたり、その実現可能性を評価すべく、調査
協力の得られた 6 ヵ所の診療所においてデータの抽
出・解析・フィードバックを行った。【厚生労働省】 

 
 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラムを病棟層別出

来る様に改修、医療機関に対して J-SIPHE への加
入を推進した。【厚生労働省】 

 
○AMUについて、IQVIA ジャパンより購入した令和 2 年

の全国販売量データを用いた抗菌薬使用量 2013-
2020を集計し、AMR臨床リファレンスセンターのホー
ムページ上で公開した。レセプト情報データベース
（NDB）特別抽出データを用いた抗菌薬使用量2013-
2019 を集計し、年齢区分別、診療形態別、都道府県
別に抗菌薬使用量を分析し、AMR 臨床リファレンス
センターのホームページ上で公開した。【厚生労働
省】 

 
○医科レセプト、調剤レセプトを読み込めるプログラム

を作成し、J-SIPHE にて運用開始した。外来部門の
抗菌薬を集計できるアプリケーションを構築した。
【厚生労働省】 

 
○抗菌薬マスタを最新に更新し、AMR 臨床リファレンス

センターのホームページ上で公開した。抗菌薬使用
量に関する用語集を作成し、ホームページ上で作成
した。【厚生労働省】 

○J-SIPHE を引き続き適切に運営する。【厚生労働省】 
 
 
 
○医科レセプト、調剤レセプトを読み込めるプログラム

を利用し、外来や診療所の抗菌薬使用量集計を試
みる。同時に、電子カルテ情報を利用する方法も模
索する。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○診療所の抗菌薬適正使用フィードバックシステムを

半自動化するため、企業の協力を得て設計・開発を
進める。今後さらに施設数を増加して実証し、全国規
模での診療所レベルのシステム確立を目指す。【厚
生労働省】 

 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラムを運用し、医療

機関に対して J-SIPHE への加入を推進する。【厚生
労働省】 

 
○IQVIAジャパンは今後も購入し、全国、都道府県別の

抗菌薬使用量を公開予定である。また抗菌薬使用量
だけでなく、周辺データを利用して適正使用の研究
に利用できるよう、令和 3 年までの抗菌薬に関する
NDB データを特別抽出にて申請中。今後はそのデー
タを用いて研究を行う。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○外来部門の抗菌薬を集計できるアプリケーションを

実装予定である。【厚生労働省】 
 
 
 
○診療所での抗菌薬使用状況の集計・フィードバック

のシステムについて検討。 

抗微生物薬
使 用 量
（AMU ）動向
調査のリスク
評価・リスク
管理への応
用 

○「 European Congress of Clinical Microbiology and 
Infectious Diseases （ECCMID） 2018」で発表した国
立国際医療研究センター病院の抗微生物薬適正使
用（AMS）に関する指標の研究結果を論文化し、急
性期医療機関における AMS に関するアンケート調
査を、医療疫学講習会参加グループに対して実施し
た。【厚生労働省】 

 
○主に中小病院を対象とした AMU 指標の算出のため

のガイドラインの作成を開始した。AMS の質の評価
について、サーベイランス体制を充実させ、その項目
を検討するための環境づくりを行った。【厚生労働
省】 

 
○ACAS を、地域毎のデータの比較が可能な J-SIPHE

へ導入した。【厚生労働省】 

○「 European Congress of Clinical Microbiology and 
Infectious Diseases （ECCMID） 2018」で発表した国
立国際医療研究センター病院の抗微生物薬適正使
用（AMS）に関する指標の研究結果を論文化し、急
性期医療機関における AMS に関するアンケート調
査を、医療疫学講習会参加グループに対して実施し
た。【厚生労働省】 

 
○主に中小病院を対象とした AMU 指標の算出のため

のガイドラインを引き続き周知した。AMSの質の評価
について、サーベイランス体制を充実させ、その項目
を検討するための環境づくりを行った。【厚生労働
省】 

 
○EF 対応 AMU アプリを、地域毎のデータの比較が可

能な J-SIPHE にて運用した。【厚生労働省】 

○AMS の指標について検討し、適正使用活動に利用
できる準備を整える。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
○AMS の質の評価方法を検討し、必要項目を抽出して

いく。【厚生労働省】 
 
 
 
 
○地域における AMU を用いた量的・質的な評価の体

制確保を検討していく。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

高齢者施設
で処方される
抗微生物薬
の処方実態
の把握 

○介護老人福祉施設、在宅医療における抗菌薬使用
量集計を NDB から抽出し報告書にまとめた。在宅医
療に関しては、在宅医療法人「悠翔会」と連携し、在
宅医療における抗菌薬プラクティスの調査を行った。
介護老人保健施設における医療関連感染症および
抗菌薬使用に関する Point Prevalence Survey を報
告した。【厚生労働省】 

○介護老人福祉施設、在宅医療における抗菌薬使用
量集計を NDB から抽出し報告書にまとめた。在宅医
療に関しては、在宅医療法人「悠翔会」と連携し、在
宅医療における抗菌薬プラクティスの調査を行った。
介護老人福祉施設における医療関連感染症および
抗菌薬使用に関する Point Prevalence Survey を報
告した。介護老人保健施設における医療関連感染
症および抗菌薬使用を収集するシステムを構築し
た。【厚生労働省】 

○入居者または在宅医療者の一部の情報しか抽出で
きず、方法を再検討する必要がある。介護老人保健
施設における医療関連感染症および抗菌薬使用を
収集するシステムを実装予定である。【厚生労働省】 

戦略 2.3 
畜水産、獣医
療等における
動向調査・監
視の強化 

畜水産、獣医
療等における
分野の動向
調査・監視体
制の確立・強
化 

〇国内の家畜、疾病にり患した愛がん動物、健康な愛
玩動物及び養殖水産動物のAMRに関する全国的な
動向調査・監視を実施した。また、国内の豚群にお
ける MRSA の浸潤状況調査をと畜場へ出荷された
豚を対象に開始した。【農林水産省】 

 
○動物医薬品検査所において、薬剤耐性菌の遺伝子

情報を蓄積し解析するためのゲノムデータベースを
構築した。また、昨年度に導入した自動最小発育阻
止濃度（MIC）測定装置を活用し、動向調査・監視体
制を強化した。【農林水産省】 

 
○平成 30 年度の抗菌剤の使用量の動向を取りまとめ

て公表するとともに、平成 28 年度に愛玩動物分野に
おける人の医療で使用される抗菌剤の使用量を公
表した。【農林水産省】 

 
○農業分野における平成 30年度の抗菌剤の使用量の

動向を取りまとめるとともに、薬剤耐性菌の発現状
況の調査を実施した。【農林水産省】 

〇国内の家畜、疾病にり患した愛玩動物、健康な愛玩
動物及び養殖水産動物のAMRに関する全国的な動
向調査・監視を実施した。また、国内の豚群における
MRSAの浸潤状況調査をと畜場へ出荷された豚を対
象に実施した。【農林水産省】 

 
○動物医薬品検査所において、昨年構築した薬剤耐

性菌の遺伝子情報を蓄積し解析するためのゲノムデ
ータベース（J-VEG）の運用を開始し、ゲノム解析の
体制を強化した。【農林水産省】 

 
○令和元年の抗菌剤の使用量の動向を取りまとめて

公表するとともに、愛玩動物分野における人の医療
で使用される抗菌剤の使用量の調査を実施した。
【農林水産省】 

 
〇統合的な動向調査に向けて、院内感染対策サーベ

イランス事業（JANIS）の分離株と比較できるよう家
畜由来株のアンチバイオグラム作成や WHO の
GLASS の調査に参画した。【農林水産省】 

 
〇動向調査の協力検査機関へ統一的な手法に向けた

技術的指導を行うとともにデータ確認による精度管
理を行った。【農林水産省】 

 
○農業分野における令和元年度の抗菌剤の使用量の

動向を取りまとめるとともに、薬剤耐性菌の発現状
況の調査を実施した。【農林水産省】 

○引き続き、家畜や養殖水産動物、愛玩動物の AMR
に関する動向調査・監視を実施する。また、動物医
薬品検査所において動向調査・監視を実施する。
【農林水産省】 

 
 
〇動物医薬品検査所において、次世代シークエンサー

を増設し、ゲノム解析の機能・体制を強化させる。
【農林水産省】 

 
 
○引き続き、抗菌剤の使用量の動向調査を実施すると

ともに、愛玩動物分野における人の医療で使用され
る抗菌剤の使用量を取りまとめて公表する。【農林水
産省】 

 
〇引き続き、ヒト医療分野等とも連携した統合的な調査

を実施する。【農林水産省】 
 
 
 
〇引き続き、統一的な手法による動向調査のため、協

力検査機関への精度管理を実施する。【農林水産
省】 

 
○引き続き、農業分野における抗菌剤の使用量の動向

を継続して調査するとともに、薬剤耐性菌の発現状
況の調査結果を取りまとめ、公表する。【農林水産
省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

戦略 2.4 
医療機関、検
査機関、行政
機関等にお
ける薬剤耐
性に対 する
検査手法の
標準化と検
査機能の強
化 

検査手法の
統一化・精度
管理の充実 

○臨床微生物学会精度管理委員会精度管理プログラ
ムの試行を行う準備を行った。【厚生労働省】 

 
○精度管理プログラムの課題を整理し、今後の実施方

法について検討した。【厚生労働省】 
 
○結核菌薬剤感受性試験外部精度評価を継続して実

施した。【厚生労働省】 
 
○関係機関における結核菌ゲノム解析の支援を行っ

た。【厚生労働省】 
 
○地方衛生研究所向け薬剤耐性菌研修マニュアル及

び試験用陽性コントロールを整備するとともに、研修
及び問い合わせ・相談対応を実施した。【厚生労働
省】 

 
○感染症教育コンソーシアムを中心に作成チームを結

成し、アンチバイオグラム作成ガイドラインを作成・公
開。ガイドラインを臨床現場で広く活用するためのシ
ンポジウムを臨床微生物学会と共催して行った。【厚
生労働省】 

 
○動物医薬品検査所が都府県の家畜防疫員を対象と

した研修会を 2回、都道府県の魚類防疫員等を対象
とした研修会を 1 回開催し、検査手法について実地
研修を実施するとともに、国内検査機関で行われる
薬剤感受性試験等について、精度管理等を実施し
た。【農林水産省】 

○新型コロナウイルス感染症流行の影響により、医療
機関での精度管理プログラムは実施できなかった。
【厚生労働省】 

 
○ISO 認定のための課題を整理し、今後の実施方法に

ついて検討した。【厚生労働省】 
 
○結核菌薬剤感受性試験外部精度評価を継続して実

施した。【厚生労働省】 
 
○関係機関における結核菌ゲノム解析の支援を行っ

た。またゲノム解析マニュアルを作成した。【厚生労
働省】 

 
○地方衛生研究所向け薬剤耐性菌研修マニュアル及

び試験用陽性コントロールを整備するとともに、研修
及び問い合わせ・相談対応を実施した。【厚生労働
省】 

 
○感染症教育コンソーシアムを中心に作成チームを結

成し、アンチバイオグラム作成ガイドラインを周知し
た。【厚生労働省】 

 
○動物医薬品検査所が都道府県の家畜防疫員を対象

とした研修会と、都道府県の魚類防疫員等を対象と
した研修会を開催し、検査手法について動画やテキ
ストで技術指導を実施するとともに、国内検査機関
で行われる薬剤感受性試験等について、精度管理
等を実施した。【農林水産省】 

○引き続き、精度管理プログラムの試行を実施し、課
題を整理する。【厚生労働省】 

 
 
○引き続き、臨床微生物学会と協力しつつ試行を進め

る。【厚生労働省】 
 
○結核菌薬剤感受性試験外部精度評価を継続して実

施する。【厚生労働省】 
 
○医療機関で実施される病原体核酸検査の標準化と

精度管理評価を検討していく。また、関係機関におけ
る結核菌ゲノム解析を支援する。【厚生労働省】 

 
○引き続き、地方衛生研究所向け薬剤耐性菌研修や

結核菌分子疫学研修を実施する。【厚生労働省】 
 
 
 
○ガイドラインをより多くの関係者に知ってもらうための

広報を行なう。【厚生労働省】 
 
 
○都道府県の家畜防疫員等を対象とした研修会の内

容の充実を図り、受け入れ人数の増加等について検
討する。また、検査委託機関で行われる薬剤感受性
試験等について、引き続き、動物医薬品検査所が精
度管理のための指導等を実施する。【農林水産省】 

薬 剤 耐 性
（AMR ）関連
検査機能の
拡大及びそ
のための調
査研究の実
施 

○新興再興感染症対策等健康危機管理推進事業にお
いて、保健所の関わる地域の感染症対策のネットワ
ーク構築と AMR 対策についての調査研究を実施し
た。【厚生労働省】 

 
○動物医薬品検査所において、昨年度に導入したゲノ

ム解析用サンプル前処理装置を活用し、畜産動物
及び愛玩動物由来菌株のゲノム解析を実施した。ま
た、新たな次世代シークエンサーを導入するなど遺
伝子解析のための体制強化を図った。【農林水産
省】 

○新興再興感染症対策等健康危機管理推進事業にお
いて、保健所の関わる地域の感染症対策のネットワ
ーク構築と AMR 対策についての調査研究を実施し
た。【厚生労働省】 

 
○動物医薬品検査所において、次世代シークエンサー

で取得した遺伝子情報の解析及び蓄積が可能とな
るゲノムデータベース（J-VEG）を活用し、畜産動物
及び愛玩動物由来菌株のゲノム解析を実施した。
【農林水産省】 

 
〇動物医薬品検査所において、ディスク法及び微量液

体希釈法による薬剤感受性試験成績を比較解析し、
薬剤感受性の判定に活用できるデータをホームペー
ジにて公表した。【農林水産省】 

○新興再興感染症対策等健康危機管理推進事業を継
続する。【厚生労働省】 

 
 
 
○動物医薬品検査所の機能・体制を充実させる。ま

た、次世代シークエンサーを増設し、ゲノム解析を強
化する。【農林水産省】 

 
 
 
〇薬剤感受性の検査に活用できる情報について対象

菌種を拡大し情報発信を行う。【農林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

最新動向調
査・監視技術
の導入と対
策への応用 

○多剤耐性結核菌のゲノム情報から薬剤感受性を予
測するツールを完成させた。【厚生労働省】 

 
○結核研究所、国立感染症研究所、神戸環境衛生研

究所等の協力により、結核菌ゲノム解析ソリューショ
ン（TGS-TB）を改良し、結核菌ゲノム耐性検査を高
精度化した。【厚生労働省】 

 
○国立感染症研究所の薬剤耐性ゲノムデータベース

構築（GenEpid-J）にて本邦の臨床及び家畜由来の
薬剤耐性腸内細菌科細菌のゲノム情報を収集した。
臨床・家畜・環境に基づくワンヘルス・アプローチの
ため、環境 AMR のゲノム情報収集を開始した。【厚
生労働省】 

 
○動物医薬品検査所において、家禽由来の ESBL（基

質特異性拡張型β-ラクタマーゼ）産生大腸菌のゲノ
ム情報から分子疫学解析を実施した。また、動物医
薬品検査所で、次世代シークエンサーにより得られ
た遺伝子情報の蓄積及び高速な解析が可能となる
ゲノムデータベースを構築した。【農林水産省】 

○結核研究所、国立感染症研究所、神戸環境衛生研
究所等の協力により、結核菌ゲノム解析ソリューショ
ン（TGS-TB）を改良し、結核菌ゲノム耐性検査を高
精度化した。【厚生労働省】 

 
○国立感染症研究所の薬剤耐性ゲノムデータベース

構築（GenEpid-J）にて本邦の臨床及び家畜由来の
薬剤耐性腸内細菌科細菌のゲノム情報を収集した。
臨床・家畜・環境に基づくワンヘルス・アプローチの
ため、環境 AMR のゲノム情報収集を開始した。【厚
生労働省】 

 
 
 
 
○動物医薬品検査所において、家畜由来の ESBL（基

質特異性拡張型β-ラクタマーゼ）産生大腸菌のゲノ
ム情報から分子疫学解析を実施した。また、動物医
薬品検査所で、次世代シークエンサーにより得られ
た遺伝子情報の蓄積及び高速な解析が可能となる
ゲノムデータベース（J-VEG）の運用を開始した。【農
林水産省】 

○引き続き耐性結核菌の遺伝子変異情報の収集を進
め、結核菌ゲノム情報から公衆衛生対策及び臨床
診断へ橋渡しするためのシステム作りを図る。
【AMED・厚生労働省】 

 
○地方衛生研究所および保健所と連携し、ゲノム分子

疫学調査ネットワークの確立を目指す。【AMED・厚
生労働省】 

 
○環境水に由来する薬剤耐性菌ゲノム情報も収集し、

総合的なワンヘルス・アプローチに資するデータベー
スを構築する。環境 AMR の充実により、地域固有の
AMR特性をモニタリングするシステムの構築を図る。
【厚生労働省】 

 
○家畜由来の ESBL 産生大腸菌に関して、ヒト由来の

細菌との遺伝子レベルでの関連性の比較解析を行う
とともに、愛玩動物由来細菌について、迅速菌種同
定装置（TOF-MS）を用いて迅速同定を行い、迅速で
精度の高い動向調査・監視を実施する。【農林水産
省】 

戦略 2.5 
ヒト、動物、
食品、環境等
に関 する統
合的なワンヘ
ルス動向調
査の実施 

統合ワンヘ
ルス動向調
査体制の確
立 

○「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を開催し、ヒ
ト医療分野、動物医療分野、環境分野から専門家が
出席した同会議を計 2 回開催するとともに、各分野
のサーベイランスや調査の結果を集約し、「薬剤耐
性ワンヘルス動向調査年次報告書 2019」を作成、公
表した。【内閣府食品安全委員会、厚生労働省、農
林水産省、環境省】 

 
○「食品由来薬剤耐性菌のサーベイランスのための研
究」において、食品中から分離されたサルモネラ及び
大腸菌の薬剤耐性状況等を調査し、その研究成果を
「薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書 2019」に
活用した。【厚生労働省】 

 
○放流処理水の薬剤耐性モニタリングにおいて標準的
作業手順書を確立し、さらに全国展開するための体
制が整備された。環境中の AMR のリスク評価を行う
ための文献情報サイトを構築した。【厚生労働省】 

 
○WHO GLASS の求める検査材料別の重複処理を集
計プログラムに実装した（JANIS の重複処理方式と
比べて、耐性率の集計値には僅かな変化した生じな
いことも確認した）。今後継続的に GLASS に集計デ
ータを提出することを見据え、GLASS に提出するファ
イルを最小限の操作で作成するためのプログラムを
開発した。【厚生労働省】 

○「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を開催し、ヒ
ト医療分野、動物医療分野、環境分野から専門家が
出席した同会議を計 1 回開催するとともに、各分野
のサーベイランスや調査の結果を集約し、「薬剤耐
性ワンヘルス動向調査年次報告書 2020」を作成、公
表した。【内閣府食品安全委員会、厚生労働省、農
林水産省、環境省】 

 
○「食品由来薬剤耐性菌のサーベイランスのための研

究」において、食品中から分離されたサルモネラ及び
大腸菌の薬剤耐性状況等を調査し、その研究成果を
「薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書 2020」に
活用した。【厚生労働省】 

 
○放流処理水の薬剤耐性モニタリングにおいて作業手

順書を確立し、さらに全国展開するための体制が整
備された。メタゲノム解析法と培養法による調査法を
用いて、下水処理場の放流水、都市下水、河川水、
病院排水、養豚場の下水における薬剤耐性菌およ
び耐性遺伝子の検出、さらに下水処理水および病院
排水の抗菌薬分析を行うことで、対象地域の環境水
の薬剤耐性の実態を調査した。また、国内外の文献
レビューを行い、環境中の AMR のリスクを評価した。
【厚生労働省】 

 
 
○WHO GLASS の求める検査材料別の重複処理と

JANIS の重複処理方式の違いを整理し、両者を比べ
て、耐性率の集計値には僅かな変化した生じないこ
とを示した論文を、国際誌に発表し、国際カンファレ
ンス Antimicrobial Resistance – Genomes, Big Data 
and Emerging Technologiesで選抜口頭発表した。【厚
生労働省】 

 
〇「食品由来薬剤耐性菌のサーベイランスのための研

究」及び WHO GLASS の調査に参画し、家畜由来株
の解析及びヒトや食品由来株との比較を実施した。
【農林水産省】 

○引き続き、「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」に
おける議論に基づいてヒト・動物・食品・環境等の
AMR の状況を定量的に把握し、年次報告書を作成
する。【内閣府食品安全委員会、厚生労働省、農林
水産省、環境省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
○協力体制を各自治体へ要請し、環境中における薬剤
耐性菌及び抗微生物剤の調査を推進する。医療上、
優先度の高い薬剤耐性菌を環境水から分離し、ゲノ
ム情報から環境における薬剤耐性機序や拡散の程
度を調査する。日本及び海外の文献情報収集及び
評価を継続し、ワンヘルスの観点から環境中の AMR
のヒト及び動物への影響に対するリスクアセスメント
を行う。環境中の薬剤耐性菌および残留抗菌薬の
人・動物に与える影響を評価する方法を確立し、日
本における環境中の薬剤耐性および抗菌薬の実態
調査を行う。【厚生労働省】 

 
○WHO GLASS の仕様は 2021 年に大幅改定され、収
集項目が追加になると同時に、１行１検体の形式で
のデータの提出が求められ、さらに主要な耐性遺伝
子の検出結果の報告も推奨される。これに対応する
ために、集計プログラムの改修を行いつつ、JANIS と
リンクした菌株収集サーベイランスを継続していくた
めの諸準備を進める。【厚生労働省】 

 
〇引き続き、ヒト医療分野等と連携して家畜由来株の
解析を実施する。【農林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

目標 3 
適切な感染
予防・管理の
実践により、
薬剤耐性微
生物の拡大
を阻止する 

戦略 3.1 
医療、介護に
おける感染
予防・管理と
地域連携の
推進 

感染予防・管
理（IPC）の推
進及び連携
強化 

○「抗微生物薬適正使用の手引き」に IPC について記
載した。また、基礎疾患のない、成人及び生後 3ヶ月
以降の乳幼児を含めた小児を含めて作成した「抗微
生物薬適正使用の手引き（第二版）」およびダイジェ
スト版を公表した。【厚生労働省】 

 
○WHO GLASS 方式に準拠し集計を検体別、年齢別な

どさらに詳細にして、結果をエクセルファイルで一般
に提供できるようにした。さらに、都道府県別での集
計結果をAMR臨床リファレンスセンターに提供し、ワ
ンヘルスプラットフォーム web サイト上で、耐性菌の
分離率の分布を日本地図の中で可視化できるように
なった。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班の班員が所属する小児感染管

理ネットワークの継続的な活動の中で、小児感染管
理の指標、チェックリストを構築した。継続的な取り
組みにより各施設で広域抗菌薬の処方が減少し、薬
剤耐性が減った成果を論文として公開した。厚生労
働科学研究班において、地域における感染防止対
策の具体的活動を実施。具体的取組をウェブサイト
で掲載した。【厚生労働省】 

 
○地域における IPC に関する活用事例をセミナーやウ

ェブサイト上で紹介して地域での取組推進を図った。
【厚生労働省】 

 
○老人保健施設に対し、IPC 及び AMS に関する点有

病率調査を行い、施設の採用抗菌薬が多様である
こと、細菌培養検査が行われにくい現状であることを
公表した。療養型病床に対し、IPC 及び AMS に関す
る調査を行った。特別養護老人ホームに対し、IPC
及び AMS に関する調査を行った。【厚生労働省】 

○「抗微生物薬適正使用の手引き」に IPC について記
載した。また、基礎疾患のない、成人及び生後 3ヶ月
以降の乳幼児を含めた小児を含めて作成した「抗微
生物薬適正使用の手引き（第二版）」およびダイジェ
スト版を公表した。【厚生労働省】 

 
○WHO GLASS 方式に準拠し JANIS に提出された令和

元年のデータを検体別、年齢群別などの層別を行っ
て都道府県別に集計し、AMR 臨床リファレンスセンタ
ーに提供し、ワンヘルスプラットフォーム web サイト
上で、耐性菌の分離率の分布を日本地図の中で可
視化できるようになった。【厚生労働省】 

 
○抗菌薬処方が減少した要因の分析を行った。令和２

年度より、抗菌薬適正使用推進モデル事業を実施。
【厚生労働省】 

 
 
○地域における IPC に関する活用事例をセミナーやウ

ェブサイト上で紹介して地域での取組推進を図った。
【厚生労働省】 

 
○特別養護老人ホームに対し、IPC及びAMSに関する

点有病率調査を行い公表した。医療療養病床に対
し、IPC及びAMSに関する調査を行った。【厚生労働
省】 

○引き続き、具体的な対策とその進め方を検討すると
ともに、臨床現場へのダイジェスト版の配布など本手
引きの普及啓発に努める。【厚生労働省】 

 
 
 
○今後も毎年、同様の集計行い、AMR 臨床リファレン

スセンターに提供し、ワンヘルスプラットフォーム web
サイト上での閲覧を可能にする。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○今年度も要因分析を行い、今後の介入ポイントを明

らかにする。モデル地域において、医療者・行政・市
民が一体となった取り組みを開始する。【厚生労働
省】 

 
○事例紹介などを通じて地域連携の促進を図る。【厚

生労働省】 
 
 
○医療療養病床、介護保険施設（介護老人保健施設・

特別養護老人ホーム）に対する、IPC 及び AMS に関
する継続的な調査を行い、結果の経年的変化を公
表する予定である。【厚生労働省】 

検査機関と、
医療機関、地
方自治体の
連携体制整
備 

○AMR 臨床リファレンスセンターの相談窓口を設置し、
医療機関や地方自治体からの相談に対応できる体
制を整備している。平成 31 年度・令和元年度は 3 件
の相談に対応し、ミーティング・病院訪問・病棟ラウン
ドなど、その内容に応じて対応を行った。【厚生労働
省】 

 
○中小病院での AMR 集団発生に対応するため地域連

携を主眼としたガイダンス作成し、公開した。【厚生
労働省】 

 
○地域の薬剤耐性感染症集団発生への対応に関する

優良事例を収集し、ウェブサイトを通じての関係機関
へ紹介した。【厚生労働省】 

 
○各種サーベイランスを統合した結果を容易に得るこ

とができる J-SIPHE を運営した。また、学会発表・学
会展示ブース・ウェブサイト・メーリングリストを通じて
宣伝し、J-SIPHE 普及を促した。【厚生労働省】 

○AMR 臨床リファレンスセンターの相談窓口を設置し、
医療機関や地方自治体からの相談に対応できる体
制を整備している。令和 2 年度は相談対応なし。【厚
生労働省】 

 
○中小病院での AMR 集団発生に対応するため地域連

携を主眼としたガイダンスの補填を作成している。
【厚生労働省】 

 
○地域の薬剤耐性感染症集団発生への対応に関する

優良事例を収集し、ウェブサイトを通じての関係機関
へ紹介した。【厚生労働省】 

 
○各種サーベイランスを統合した結果を容易に得るこ

とができる J-SIPHE を運営した。また、学会発表・ウ
ェブサイト・メーリングリストを通じて宣伝し、J-SIPHE
普及を促した。J－SIPHE の年報を作成し、IPC に関
する比較・評価を行った。【厚生労働省】 

○引き続き、AMR 臨床リファレンスセンターの相談窓口
機能について周知を図り、対応を継続する。【厚生労
働省】 

 
 
○ガイダンスの補填を完成させ、より多くの関係者に知

ってもらうための広報を行なう。【厚生労働省】 
 
 
○優良事例の収集と紹介を継続する。【厚生労働省】 
 
 
 
○J-SIPHE の年報を作成し、悪部門のデータの比較・

評価を行う予定である。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

感染予防の
推進 

○予防接種法に基づき、小児の肺炎球菌感染症、高
齢者の肺炎球菌感染症、Hib 感染症、インフルエン
ザ等を対象疾病として、定期の予防接種を実施し
た。【厚生労働省】 

 
○IPC,AMS の評価に関する情報収集のシステム（J-

SIPHE 等）の開発体制構築を進めた。AMR 臨床リフ
ァレンスセンターにおいて、IPC、AMS の評価に関す
る調査を実施した。【厚生労働省】 

○予防接種法に基づき、小児の肺炎球菌感染症、高
齢者の肺炎球菌感染症、Hib 感染症、インフルエン
ザ等を対象疾病として、定期の予防接種を実施し
た。【厚生労働省】 

 
○IPC,AMS の評価に関する情報収集のシステム（J-

SIPHE 等）を運営し、年報を作成した。AMR 臨床リフ
ァレンスセンターにおいて、IPC、AMS の評価に関す
る調査を実施した。【厚生労働省】 

○引き続き、定期の予防接種を着実に実施していく。
【厚生労働省】 
 
 
 
○引き続き、J-SIPHE 等の年報を作成するなど、活用

調査を継続する。【厚生労働省】 

戦略 3.2 
畜水産、獣医
療 、 食 品 加
工・流通過程
における感染
予防・管理の
推進 

家畜、養殖水
産動物及び
愛玩動物の
感染予防・管
理（IPC）の推
進 

○抗菌剤に頼らない生産体制を推進するため、「動物
用ワクチン等実用化促進事業」により、動物用ワクチ
ンの承認申請等の手続きに必要な安全性及び有効
性に係る試験等を対象に補助を行った。【農林水産
省】 

 
○家畜伝染病予防法の規定に基づく飼養衛生管理基

準の遵守の徹底を図るとともに、各畜種の生産衛生
管理ハンドブックの普及に努めた。【農林水産省】 

○抗菌剤に頼らない生産体制を推進するため、「薬剤
耐性菌リスク低減のための動物用ワクチン等実用化
促進事業」により、AMR 対策に資する免疫賦活剤の
承認申請等の手続きに必要な安全性及び有効性に
係る試験等を対象に補助を行った。【農林水産省】 

 
○家畜伝染病予防法の規定に基づく飼養衛生管理基

準の遵守の徹底を図るとともに、各畜種の生産衛生
管理ハンドブックの普及に努めた。【農林水産省】 

○引き続き、AMR 対策に資する動物用ワクチンや飼料
添加物等の開発・実用化を支援する。【農林水産省】 

 
 
 
 
○引き続き、家畜伝染病予防法の規定に基づく飼養衛

生管理基準の遵守の徹底を図るとともに、各畜種の
生産衛生管理ハンドブックの普及に努める。【農林水
産省】 

食品加工・流
通過程にお
ける感染予
防 ・ 管 理
（IPC）の推進 

○食品衛生法等の一部を改正する法律が第 196 回通
常国会で成立し、平成 30 年 6 月 13 日に公布され
た。これにより、製造・加工、調理、販売等を行う全て
の食品等事業者を対象として、HACCP に沿った衛生
管理を公布日から 2 年を超えない範囲において政令
で定める日から求めることとなる（ただし、施行後一
年間は経過措置期間とし、現行基準を適用する。）。 
小規模事業者が円滑に HACCP に取り組めるよう、
手引書が未整備な業種に対し、各事業者団体による
分かりやすい手引書の作成を支援し、厚生労働省の
検討会で内容を確認している。また、各業界の手引
書の簡易版の印刷及び配布を行った。 
さらに、自治体による事業者への食品衛生法改正に
係る内容の周知及び手引書の普及を目的とした
「HACCP導入支援事業」の実施や、各都道府県の食
品衛生監視員養成を目的とした研修会や事業者を
対象とした講習会の開催など、HACCP 導入推進の
ための取組を実施した。【厚生労働省】 

○食品衛生法等の一部を改正する法律（平成 30 年法
律第 46 号）が第 196 回通常国会で成立し、製造・加
工、調理、販売等を行う全ての食品等事業者を対象
とした HACCP に沿った衛生管理が令和 2 年６月１日
に施行された。（ただし、施行後１年間は経過措置期
間とされ、現行基準が適用される）。 
小規模事業者が円滑に HACCP に取り組めるよう、
手引書が未整備な業種に対し、各事業者団体による
分かりやすい手引書の作成を支援し、厚生労働省の
検討会で内容を確認した。また、各業界の手引書の
簡易版の印刷及び配布を行った。 
さらに、自治体による事業者への食品衛生法改正に
係る内容の周知及び手引書の普及を目的とした
「HACCP導入支援事業」の実施や、各都道府県の食
品衛生監視員養成を目的とした研修会や事業者を
対象とした講習会の開催など、HACCP 導入推進の
ための取組を実施した。【厚生労働省】 

○令和 2 年 6 月 1 日から HACCP に沿った衛生管理が
施行されたが、1 年間は従来の基準を適用する経過
措置が設けられていることから、令和 3 年 6 月 1 日
の本格実施に向け、引き続き、HACCP 導入推進の
ための取組を実施する。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

戦略 3.3 
薬剤耐性感
染症の集団
発生への対
応能力の強
化 

地域における
薬剤耐性感
染 症 （ ARI ） 
集団発生対
応支援 

○厚生労働科学研究班の班員が所属する小児感染管
理ネットワークの中で、アウトブレイク発生時の支援
体制を構築し、複数回の支援を行った。さらに、アウ
トブレイク対応に関する医療機関からの相談に対し、
地域での取組をアドバイスし、地域ネットワークの推
進を図った。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班の構成員が地域の研修会にお

ける講師を数十回務めた。厚生労働科学研究班に
おいて、「地域感染症対策ネットワーク」構成員に対
して、改善支援者を対象とした研修会を実施。その
他にも各地の自治体が主催する研修会に講師として
スタッフを派遣した。【厚生労働省】 

 
○全国保健所長会協力事業 AMR 対策等推進事業班

と協力し、薬剤耐性を学ぶグループワーク教材を開
発するとともに、その教材を用いた講習会を行った。
AMR 対策公衆衛生セミナーを行い、基礎知識の講
義や集団発生対応についての演習を行った。【厚生
労働省】 

○厚生労働科学研究班の班員が所属する小児感染管
理ネットワークの中で、アウトブレイク発生時の支援
体制を構築し、複数回の支援を行った。さらに、アウ
トブレイク対応に関する医療機関からの相談に対応
する窓口を設け、地域での取組をアドバイスし、地域
ネットワークの推進を図っている。令和 2 年度は相談
なし。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班の構成員が地域の研修会にお

ける講師を数十回務めた。厚生労働科学研究班に
おいて、「地域感染症対策ネットワーク」構成員に対
して、改善支援者を対象とした研修会を実施。その
他にも各地の自治体が主催する研修会に講師として
スタッフを派遣した。【厚生労働省】 

 
○全国保健所長会協力事業 AMR 対策等推進事業班

と協力し、薬剤耐性を学ぶグループワーク教材を開
発している。AMR 対策公衆衛生セミナーを行い、基
礎知識の講義や集団発生対応についての演習を行
う予定であったが、新型コロナウイルス感染症流行
の影響で開催できず、教材の開発を行った。【厚生
労働省】 

○感染管理ネットワークの事業として継続する。各地の
自治体・保健所との情報交換や相談対応を行うとと
もに、セミナーを継続して展開し技術的なレベルアッ
プを図る。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○講習会を継続的に実施する。【厚生労働省】 
 
○引き続き、抗菌薬適正使用推進モデル事業を実施。

【厚生労働省】 
 
 
 
○より多くの自治体とともにセミナーを開催するととも

に、講義・演習のパッケージ化や指導者育成のため
のワークショップを行うなど全国で展開していく。【厚
生労働省】 

大規模集団
発生に対す
る対応能力
強化 

○各地の自治体が主催する研修会に講師としてスタッ
フを派遣した。【厚生労働省】 

○各地の自治体が主催する研修会に講師としてスタッ
フを派遣した。【厚生労働省】 

○引き続き、AMR 対策サポーターへの登録を呼びかけ
るとともに、要望に応じて派遣するための整備を進め
る。【厚生労働省】 

目標 4 
医療、畜水
産等の分野
における抗
微生物剤の
適正な使用
を推進する 

戦略 4.1 
医療機関に
おける抗微
生物薬の適
正使用の推
進 

抗微生物薬
適 正 使 用
（AMS ）の推
進に資するガ
イドライン・マ
ニュアルの整
備 

○「薬剤耐性(AMR)等に関する小委員会」、「抗微生物
薬適正使用（AMS）等に関する作業部会」において
「抗微生物薬適正使用の手引き（第二版）」およびダ
イジェスト版を作成、公表した。【厚生労働省】 

 

○「薬剤耐性(AMR)等に関する小委員会」、「抗微生物
薬適正使用（AMS）等に関する作業部会」において
作成した「抗微生物薬適正使用の手引き 第二版
（令和元年 12 月公開）」のダイジェスト版を日本医師
会報に同梱する形で日本医師会会員に配布した。上
気道炎に対する抗菌薬使用率情報を、ワンヘルスプ
ラットフォームに実装する準備を開始した。【厚生労
働省】 

○引き続き「抗微生物薬適正使用の手引き（第二版）」
およびダイジェスト版の臨床現場への普及につとめ
る。上気道炎に対する抗菌薬使用率情報を、ワンヘ
ルスプラットフォームに実装する予定である。【厚生
労働省】 

 

抗微生物薬
適 正 使 用
（AMS ）の推
進のための
診断、治療に
関わる規制
の検討 

○平成 26 年施行の医薬品医療機器等法により、最新
の論文その他により得られた知見に基づき添付文書
を作成することが製薬企業に義務づけられ、独立行
政法人医薬品医療機器総合機構（PMDA）において
も、添付文書の届出や相談体制を整備しており、抗
微生物薬の添付文書についても、常に最新の科学
的根拠を収集し、必要があれば適宜対応するように
している。【厚生労働省】 

○平成 26 年施行の薬機法により、最新の論文その他
により得られた知見に基づき添付文書を作成するこ
とが製薬企業に義務づけられ、独立行政法人医薬
品医療機器総合機構（PMDA）においても、添付文書
の届出や相談体制を整備しており、抗微生物薬の添
付文書についても、常に最新の科学的根拠を収集
し、必要があれば適宜対応するようにしている。ま
た、令和 2 年 9 月に「抗微生物薬適正使用の手引き 
第二版」に基づき抗微生物薬の適正使用を行うよ
う、医薬品の添付文書に追記を求める通知を発出し
た。【厚生労働省】 

○引き続き、国内外の副作用等報告や薬剤耐性菌の
発現状況等に基づき、適宜添付文書の改訂の要否
を検討する。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

医療機関に
おける抗微
生物薬適正
使用（AMS ）
体制の整備
支援 

○医療関係者向けのセミナーを全国 10 ヶ所で開催し、
抗微生物薬適正使用や感染対策に関する研修プロ
グラムを提供した。 
また、平成 30 年 6 月に e ラーニングのシステムを公
開し、セミナーに参加できない医療関係者にも研修
プログラムを提供する体制を整えた。【厚生労働省】 

 
○感染症教育コンソーシアムを中心に作成チームを結

成し、アンチバイオグラム作成ガイドラインの作成
し、公開した。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、日本国内での医療

機関等での AMS プログラム施行状況に関する調査
を施行した。【厚生労働省】 

 
○AMR 臨床リファレンスセンターにおいて、薬剤耐性菌

関連の相談対応やアウトブレイク支援を行った。【厚
生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、抗微生物薬適正使

用を推進するために、①2－3 次医療機関、②夜間
急病センター、③クリニックをベースにしたモデルを
構築した。モデルの構築方法を手引きとしてまとめ
た。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、抗菌薬適正使用推

進のための教育ツールの作成し、ウェブサイトで掲
載した。【厚生労働省】 

 
○Ｊ－ＳＩＰＨＥにて抗菌薬使用状況を集計した。感染症

教育コンソーシアムにおいて、抗微生物薬適正使用
における薬剤師の役割について意見交換を行った。
日本病院薬剤師会などを通じて、病院薬剤師が行っ
ている抗菌薬使用量調査の現状についてアンケート
調査を行った。【厚生労働省】 

○医療関係者向けのセミナーを 4 回開催し、抗微生物
薬適正使用や感染対策に関する研修プログラムを
提供した。 
また、平成 30 年 6 月に e ラーニングのシステムを公
開し、セミナーに参加できない医療関係者にも研修
プログラムを提供する体制を整えた。【厚生労働省】 

 
○感染症教育コンソーシアムを中心に作成チームを結

成し、アンチバイオグラム作成ガイドラインの作成
し、公開した。【厚生労働省】 

 
 
○厚生労働科学研究班において、日本国内での医療

機関等での AMS プログラム施行状況に関する調査
を施行し、結果を集計した。【厚生労働省】 

 
○AMR 臨床リファレンスセンターにおいて、薬剤耐性菌

関連の相談対応やアウトブレイク支援の窓口を設け
ている。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、抗微生物薬適正使

用を推進するために、①2－3 次医療機関、②夜間
急病センター、③クリニックをベースにしたモデルを
構築した。モデルの構築方法を手引きとしてまとめ
た。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、WHO 手指衛生 5 つ

のタイミングのミニポスター（歯科編、高齢者施設編）
を教育ツールとして作成し、ウェブサイトで掲載した。
【厚生労働省】 

 
○Ｊ－ＳＩＰＨＥにて抗菌薬使用状況を集計した。感染症

教育コンソーシアムにおいて、抗微生物薬適正使用
における薬剤師の役割について意見交換を行った。
日本病院薬剤師会などを通じて、病院薬剤師が行っ
ている抗菌薬使用量調査の現状についてアンケート
調査を行い、結果をとりまとめた。【厚生労働省】 

○引き続き、各地でのセミナーを開催するとともに、e ラ
ーニングコンテンツの充実を図る。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
○アンチバイオグラム作成ガイドラインの普及とともに、

各種サーベイランスから得られる情報と合わせ、ガイ
ドライン・マニュアルの整備を検討する。【厚生労働
省】 

 
○調査結果を取りまとめて報告する。【厚生労働省】 
 
 
 
○AMR 臨床リファレンスセンターでは、引き続き相談対

応を行う。【厚生労働省】 
 
 
○夜間休日急病センターを軸としたモデルを全国の複

数の拠点で展開する。【厚生労働省】 
 
 
 
 
○今年も同様の取り組みを続け、集計ツールを開発し

てデータの比較ができるような仕組みに取り組む。
【厚生労働省】 

 
 
○Ｊ－ＳＩＰＨＥを引き続き運営する。引き続き、感染症

教育コンソーシアム等において、意見交換を行い、
抗微生物薬適正使用のためのレジメン登録システム
の必要性を含め、薬剤師の役割について検討する。
【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

戦略 4.2 
畜水産、獣医
療等における
動物用抗菌
性物質の慎
重な使用の
徹底 

動物用抗菌
性物質の使
用による薬剤
耐性の食品
を介したヒト
への健康影
響に関するリ
スク評価・リ
スク管理の推
進 

○「薬剤耐性（AMR）対策アクションプランに係る食品安
全委員会行動計画 2016-2020」に基づき、抗菌性物
質の薬剤耐性菌に関する食品健康影響評価（リスク
評価）を実施し、その結果３件を農林水産省へ答申
した。また、平成 29 年度にリスク評価を実施した硫
酸コリスチンについて、研究事業で収集した新たな
知見を踏まえ、再度評価を行うことを決定した。【内
閣府食品安全委員会】 

 
○評価指針の見直しの検討に当たって必要となる、➀

家畜等由来の薬剤耐性菌による水圏・土壌環境等
を介した食品汚染状況及び人への影響に関する評
価、②家畜等由来の薬剤耐性菌の食品を介した人
への影響に関する評価手法に関連する文書や論文
の情報を収集する調査事業を実施した。【内閣府食
品安全委員会】 

 
○食品安全委員会によるリスク評価の結果を踏まえ、

人の健康へのリスクが低度とされたリン酸タイロシン
及びテトラサイクリン系 2 物質の飼料添加物につい
て、抗菌性飼料添加物のリスク管理措置策定指針に
基づき飼料添加物としての指定を取り消した（リン酸
タイロシンは令和元年 5 月、テトラサイクリン系 2 物
質は令和元年 12 月に指定取消）。【農林水産省】 

○「薬剤耐性（AMR）対策アクションプランに係る食品安
全委員会行動計画 2016-2020」に基づき、抗菌性物
質の薬剤耐性菌に関する食品健康影響評価（リスク
評価）を実施し、その結果１件を農林水産省へ答申
した。また、平成 29 年度にリスク評価を実施した硫
酸コリスチンについて、研究事業で収集した新たな
知見を踏まえ、再度評価を実施し、評価結果を農林
水産省に通知した。【内閣府食品安全委員会】 

 
○国際機関等の評価指針等の改正動向や、これまで

の評価経験から得られた知見等を踏まえ、評価指針
改訂の検討を進めることを決定した。【内閣府食品
安全委員会】 

 
○薬剤耐性の各種取組を食料・農業・農村基本計画

（令和 2 年 3 月 31 日 閣議決定）に位置付けて推進
していくこととした。【農林水産省】 

 
 
○食品安全委員会によるリスク評価の結果を踏まえ、

コリスチンについてのリスク管理措置を継続すること
を決定した。【農林水産省】 

○引き続き、リスク評価を着実に実施するとともに、評
価指針等の検討を進める。【内閣府食品安全委員
会】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
〇策定された基本計画に基づき、農場単位での抗菌剤

の使用実態を把握する仕組みの開発を検討するな
ど、動物用抗菌剤の予防的な投与の規制などのリス
ク低減措置を実施する。【農林水産省】 

 
○引き続き、食品安全委員会によるリスク評価の結果

を踏まえたリスク管理措置を適確に策定・実施する。
【農林水産省】 

動物用抗菌
性物質の慎
重使用徹底
のための体
制の強化 

○養殖業者向けのパンフレット「水産用医薬品につい
て」を更新し、抗菌剤の適正・慎重使用や薬剤耐性
に関する情報を充実させることにより、指導を徹底し
た。また、都道府県、畜水産関連の生産者団体、獣
医師会等に通知を発出し、獣医療現場、生産現場に
おける抗菌剤の慎重な使用の徹底について普及・啓
発・指導の強化を図った。【農林水産省】 

 
○現場の獣医師の抗菌剤の慎重使用の徹底に資する

よう、愛がん動物における抗菌性物質の慎重使用に
関する手引き・ツールを農林水産省ウェブサイトで公
開した。また、牛及び豚の呼吸器病の抗菌剤治療ガ
イドブック並びに牛乳房炎抗菌剤治療ガイドブックを
農林水産省ウェブサイトで公開するとともに、都道府
県や獣医師会を通じて獣医療現場、生産現場に配
布した。【農林水産省】 

 
○生産現場での抗菌剤の使用実態を踏まえた指導を

行えるよう、獣医師が交付する指示書の電子化につ
いて検討した。【農林水産省】 

 
○平成 30 年１月から導入した抗菌剤使用指導書制度

を適確に運用するため、都道府県の魚類防疫員及
び薬事監視員に向けて水産用医薬品薬事監視講習
会で講義を行うとともに、魚類防疫員に向けて抗菌
剤の適正使用や薬剤感受性試験に関する技術研修
を行った。【農林水産省】 

○養殖業者向けのパンフレット「水産用医薬品につい
て」を更新し、抗菌剤の適正・慎重使用や薬剤耐性
に関する情報を充実させることにより、指導を徹底し
た。また、都道府県、畜水産関連の生産者団体、獣
医師会等に通知を発出し、獣医療現場、生産現場に
おける抗菌剤の慎重な使用の徹底について普及・啓
発・指導の強化を図った。【農林水産省】 

 
○獣医師、生産者向けに抗菌剤の慎重使用に関する

動画（薬剤耐性対策の基礎、抗菌剤に頼らない畜産
生産）を作成し、農林水産省ウェブサイトに掲載し
た。また、愛玩動物関連団体、獣医師会等、獣医学
関係の学会、動物病院に対して、愛玩動物飼い主向
けポスター、抗菌薬の慎重使用に役立つツール及び
愛玩動物における抗菌薬の慎重使用の手引きを配
布し、普及啓発活動を行った。【農林水産省】 

 
 
○生産現場での抗菌剤の使用実態を踏まえた指導を

行えるよう、獣医師が交付する指示書の電子化及び
生産者の飼養衛生管理基準に係る記録の電子化に
ついて検討した。【農林水産省】 

 
 
○平成 30 年１月から導入した抗菌剤使用指導書制度

を適確に運用するため、都道府県の魚類防疫員及
び薬事監視員に向けて水産用医薬品薬事監視講習
会で講義を行った（薬剤感受性試験に関する技術研
修会を行う予定であったが、新型コロナウイルス感
染症の影響で中止）。【農林水産省】 

○リーフレットやパンフレットの作成・配布等により、引
き続き、都道府県等による動物用抗菌剤慎重使用徹
底のための取組を支援する。【農林水産省】 

 
 
 
 
 
○作成した愛がん動物における抗菌性物質の慎重使

用に関する手引き・ツール、動画を活用しながら、獣
医師、生産者等を対象とした研修会を開催するととも
に、都道府県で実施している講習会や獣医師が関係
する学会、畜産関係団体における会議等に講師を派
遣しAMRに関する啓発を実施する。また、引き続き、
都道府県の家畜防疫員を対象とした研修を開催する
とともに、都道府県の魚類防疫員等を対象とした研
修会を開催する。【農林水産省】 

 
○生産現場での抗菌剤の使用実態を踏まえた指導を

行えるよう、獣医師が交付する指示書の電子化及び
飼養衛生管理基準に係る記録の電子化に加え、行
政の各種検査データの連携について引き続き検討
する。【農林水産省】 

 
○引き続き、都道府県で抗菌剤使用指導書制度が適

確に運用されるよう、水産用医薬品薬事監視講習会
や技術研修会等を通じて制度の周知徹底を行う【農
林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

動物用抗菌
性物質の適
確な使用量
の把握 

○平成 30 年の動物用抗菌剤の販売量のデータを取り
まとめて公表した。【農林水産省】 

○令和元年の動物用抗菌剤の販売量のデータを取り
まとめて公表した。【農林水産省】 

○引き続き、動物用抗菌剤の販売量のデータを収集す
る。 
また、国際機関での検討状況も踏まえつつ、他地域
との比較や経時的な分析を可能とする畜種や頭数
の変化を考慮した適切な使用量の単位を検討する。
【農林水産省】 
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目標 5 
薬剤耐性の
研究や、薬
剤耐性微生
物に対する
予防・診断・
治療手段を
確保するた
めの研究開
発を推進す
る 

戦略 5.1 
薬剤耐性の
発生・伝播機
序及び社会
経済に与える
影響を明らか
にするための
研究の推進 

薬 剤 耐 性
（AMR ）の発
生・伝播に関
する研究の
推進 

○「感染症研究国際展開戦略プログラム（J-GRID）」に
おいて、海外で収集した CRE 株のゲノム解析等を進
め、データベースの拡充を図ると共に、これら情報を
利用した薬剤耐性菌の時間的、地理的変遷を明ら
かにし、分子疫学研究を進めた。【内閣官房、文部科
学省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、ヒト医療分野（JANIS）と獣医
療分野（JVARM）でデータ等を共有することに加え、
薬剤耐性菌ゲノム疫学データベース（GenEpid-J）に
獣医療分野で検出された薬剤耐性菌の遺伝子情報
を提供する体制を活用したデータの拡充を図り、プラ
スミド・ネットワーク解析ツールを開発・改良すること
で、発生・伝播機序等の解明を目指した研究の推進
に必要な基盤を強化した。JANIS システムについて
は、WHO サーベイランス（GLASS）に準拠した検体別
集計プログラムを開発し、外来検体の集計・公開を
開始した。また、その集計を都道府県単位で行った
結果も CSV ファイルとして公開するとともに、国立国
際医療センターAMR 臨床リファレンスセンターの運
用するワンヘルスプラットフォームに提供し、主要な
菌と抗菌薬の組み合わせについて耐性率の全国分
布を日本地図上に描画することを可能にした。 
また、海外の CRE 株や薬剤耐性淋菌の分離株の収
集、薬剤感受性試験、国内の分離株との比較解析
等を実施した。獣医療分野で検出された薬剤耐性菌
の遺伝子情報（家禽由来のESBL産生大腸菌に関す
るゲノムデータ等）を GenEpid-J に提供し、ヒト医療
分野（JANIS）と獣医療分野（JVARM）でデータ等を共
有した。【内閣官房、厚生労働省、農林水産省】 

 
○薬剤耐性研究センター内薬剤耐性菌バンクに US-

CDC AR-Panel 276 株、第一三共製薬市販後調査サ
ーベイランス株約 110,000 株、北里大学保有 MRSA 
408株、群馬大学保有MRSA49株を受け入れた。【厚
生労働省】 

 
○動物医薬品検査所において、家禽由来の ESBL（基

質特異性拡張型βラクタマーゼ）産生大腸菌のゲノム
情報から分子疫学解析を実施した。また、次世代シ
ークエンサーにより得られた遺伝子情報の蓄積及び
高速な解析が可能となるゲノムデータベースを開発
した。【農林水産省】 

○「新興・再興感染症研究基盤創生事業」において、タ
イ・ミャンマーの各海外拠点で収集したカルバペネム
耐性腸内細菌科細菌（CRE)株の全ゲノム解析結果
を世界各国のゲノムデータと比較して、耐性菌のグ
ローバルな伝播状況を解析するとともに、CRE の新
規カルバペネム耐性増強メカニズムを新たに複数解
明した。【内閣府（健）、文部科学省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、薬剤耐性の発生・伝播機序
等の解明に向けて、薬剤耐性腸内細菌科細菌を中
心に、細菌及びプラスミドのゲノムデータを収集し、
データベースの拡充を図った。薬剤耐性菌ゲノム情
報の円滑な情報解析のため、感染症法に規定され
る 35 菌種の公開ゲノム情報を収集し、gGENEPID で
一般ユーザーでも閲覧できるよう公開した。多剤耐
性結核菌を収載した国際的な結核菌ゲノムデータベ
ース（GReAT）に、日本、中国、韓国、ベトナム、モン
ゴル、台湾、フィリピン等から収集した菌株情報及び
ゲノムデータの充実を図り、一部についてデータ公
開を行った。また一昨年度までに開発を行った結核
菌ゲノム情報解析ツール Total Genotyping Solution 
for TB (TGS-TB)について、GReAT の収載データ数
の増加に伴い、そのデータを活用し、薬剤耐性予測
機能の高精度化を進めた。【内閣府（健）、厚生労働
省、農林水産省】 

 
〇（新興再興）年間数万件規模の多検体のゲノムシー

クエンスの出力を有する自動前処理システムを完成
させ、稼働させた。JANIS 参加施設を対象として薬剤
耐性グラム陽性・陰性菌を広く収集するサーベイラン
ス（JARBS）で得られた株をバンクへ保管・登録した。
グラム陰性菌を扱う JARBS-GNR では約 25,000 株を
収集した。また、血液由来黄色ブドウ球菌を全国の
国立病院機構の参加施設から収集する JARBS-SA
では約 800 株を収集し、バンクへ保管・登録した。さ
らに、国内の医療機関や研究機関から分譲された
MRSA やバンコマイシン耐性腸球菌（VRE）等につい
て、バンクへ保管・登録した。【内閣府（健）、厚生労
働省】 

 
〇（新興再興）WHO Tricycle Surveillance（2021 年開始

予定）に合わせてヒト・食品・環境中の薬剤耐性菌の
拡散と関係性をあきらかにする目的で ESBL 産生大
腸菌の収集を開始し、約 6,000 株を収集し、バンクへ
登録・保管した獣医療分野で検出された薬剤耐性菌
の遺伝子情報（家禽由来 ESBL 産生大腸菌に関する
ゲノムデータ等）を提供し、ヒト医療分野（JANIS）と獣
医療分野（JVARM）でデータ等を共有した。【内閣府
（健）、厚生労働省、農林水産省】 

 
〇（厚労科研）食品班において市販の野菜由来の薬剤

耐性菌の収集・解析を実施し、２株の NDM-1 陽性 K. 
pneumoniae および１株の OXA-72 陽性 A. baumannii
をバンク棟へ登録・保管した。【内閣府（健）】 【厚生
労働省（菅井班）】 

 
○（新興再興・柴山班）日本の医療機関で主に検出さ

れるカルバペネマ―ゼのうち IMP-6 について、その
保有株が特徴的な薬剤感受性パタンを示すことに着
目し、JANIS データベースの中から当該薬剤感受性
パタンを示す株を集計することで、その全国的な分
布と頻度の経年変化を明らかにした。その上で、そ

○「新興・再興感染症研究基盤創生事業」において、タ
イ・ミャンマー拠点に加えて、今後、他のアジア・アフ
リカ拠点においてもカルバペネム耐性腸内細菌科細
菌（CRE)株の収集とゲノム解析を進め、アジア－アフ
リカ地域間での拡散伝播様式や、耐性増強メカニズ
ムの解明を推進する。【内閣府（健）、文部科学省】 

 
 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、GenEpid-J では、さらなるデ
ータの拡充を図るとともに、薬剤耐性菌ゲノム情報の
利活用を目的としたデータベースの整備を進める。
引き続き、日本、中国、韓国、ベトナム、モンゴル、台
湾、フィリピン等また、その他の地域から結核菌ゲノ
ムデータを収集し、結核菌ゲノムデータベース
（GReAT）の充実を図る。また、TGS-TB を活用し、収
集したゲノムデータからの薬剤耐性マーカーの特定
及び迅速簡易診断法の開発を進める。【内閣府
（健）、厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〇（新興再興）引き続き、薬剤耐性菌の収集を進める。
【内閣府（健）】 

 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、薬剤耐性菌バンクに耐性菌を受け入れる
とともに、今後は国内のアカデミア・製薬企業に分譲
するための仕組みを作り、分譲を開始する。【厚生労
働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

の頻度が、第三世代セファロスポリンの使用量と有
意な関連を示していることを明らかにし、国際誌に論
文発表した。【内閣府（健）】 【厚生労働省（柴山班）】 

 
○動物医薬品検査所において、家畜由来の ESBL（基
質特異性拡張型βラクタマーゼ）産生大腸菌のゲノム
情報から分子疫学解析を実施した。 
また、次世代シークエンサーにより得られた遺伝子
情報の蓄積及び高速な解析が可能となるゲノムデ
ータベース（J-VEG）の運用を開始した。【農林水産
省】 

 
○国立感染症研究所に設置された薬剤耐性菌バンク

棟に電子ロックシステムを導入し、防犯を含めた施
設の堅牢性を高めると共に、除湿機を設置して菌株
保管環境を改善した。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○次世代シークエンサーで解析した遺伝子情報につい

て、ゲノムデータベースを活用して、家畜由来の
ESBL 産生大腸菌に関して、ヒト由来の細菌との遺伝
子レベルでの関連性の比較解析や愛玩動物由来細
菌について遺伝子情報に基づく動向調査・監視を実
施する。【農林水産省】 

 

薬剤耐性の
健康への負
荷、社会経済
への負荷に
関する研究
の推進 

○AMRの医療経済的評価に関する研究の一環として、
「ＪＡＮＩＳ検査部門情報を用いた本邦のＡＭＲ死亡者
数に関する研究」を公表した。非細菌性気道感染症
に使用されていた抗菌剤が削減されたことによる費
用削減を解析した。【厚生労働省】 

 
○「J-SIPHE」を運営した。また、大規模健診データを利

用した疾患負荷の評価の研究（「レセプトデータベー
スを用いた感染症罹患率及び抗菌薬使用量に関す
る研究」）を行った。【厚生労働省】 

○AMRの医療経済的評価に関する研究の一環として、
「ＪＡＮＩＳ検査部門情報を用いた本邦のＡＭＲ疾病負
荷に関する研究」を公表した。非細菌性気道感染症
に使用されていた抗菌剤が削減されたことによる費
用削減を解析し論文化した。【厚生労働省】 

 
○「J-SIPHE」を運営した。また、大規模健診データを利

用した疾患負荷の評価の研究（「レセプトデータベー
スを用いた感染症罹患率及び抗菌薬使用量に関す
る研究」）を行った。【厚生労働省】 

○本邦における薬剤耐性菌感染症による疾患負荷に
ついて包括的な検討を行う。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○J-SIPHE の年報を作成し、体系的なリスク評価のあ

り方に関する研究を継続する。「レセプトデータベー
スを用いた感染症罹患率及び抗菌薬使用量に関す
る研究」をまとめ、疾患負荷を明らかにする。【厚生
労働省】 

戦略 5.2 
薬剤耐性に
関する普及
啓発・教育、
感染予防・管
理、抗微生物

行動変容に
関する研究 

○前年度行った国民対象の意識調査を再度行い内容
をとりまとめた。【厚生労働省】 

○前年度行った国民対象の意識調査を再度行い内容
をとりまとめた。【厚生労働省】 

 
〇獣医学生への AMR に関する講義と合わせて意識調

査を実施し、「薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報
告書 2020」に内容をまとめた。【農林水産省】 

○国民対象の意識調査を定期的に行い、教育・啓発活
動の効果を検証する。【厚生労働省】 

 
〇引き続き、獣医学生への講義とともに意識調査を継

続し教育による効果を検証する。【農林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

剤の適正使
用に関 する
研究の推進 

医療における
抗微生物薬
適 正 使 用
（ AMS ）及び
感染予防・管
理（IPC）に関
する臨床研
究・疫学研究
の推進 

○厚生労働科学研究班において、日本国内での医療
機関等での AMS プログラム施行状況に関する調査
を施行した。また、療養型施設における院内感染防
止対策及び抗微生物薬適正使用の状況について調
査を施行中である。さらに、調剤薬局を利用して有料
老人ホームを対象として抗微生物使用調査を行っ
た。ナショナルデータベースを利用して特別養護老
人ホームの抗菌薬使用量抽出を試みた。老人保健
施設に対し、感染予防・管理（IPC）および抗微生物
薬適正使用（ AMS ）に関する Point Prevalence 
Survey（PPS）を行い公表した。療養型病床に対し、
IPC および AMS に関する調査を行った。特別養護老
人施設に対し、IPC および AMS に関する調査を行っ
た。【厚生労働省】 

 
○日本国内で検出された薬剤耐性菌の遺伝子解析を

行い、全国での薬剤耐性菌の拡散についての分子
疫学解析を行った。【厚生労働省】 

 
○感染対策の資料として「介護施設等における薬剤耐

性菌対策ガイド」「グラム陰性薬剤耐性菌制御に関
わる環境整備に関する資料集」「CRE と CPE 対策の
エッセンス」「急性上気道感染症患者説明資料」を作
成した。感染対策地域連携支援のためのツールとし
て「耐性菌条件警告・案内定義メッセージの標準化」
「2DCM-web」「Σ-alert matrix」を開発した。「A-CAS」
「J-SIPHE」開発支援を行った。【厚生労働省】 

 
○全国の医療機関における抗菌薬の使用状況と薬剤

耐性菌の割合について研究を実施した。また、薬剤
耐性菌に対する感染対策についてのアンケート調査
を実施した。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、NDB を用いた小児

における抗菌薬使用状況を調査中。各種介入による
効果の検証を開始した。【厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、地域における感染

防止対策の具体的活動を実施。具体的取組をウェブ
サイトで掲載した。【厚生労働省】 

 
○適切な感染症診療を支援するための補助ツールとし

て、AMR 臨床リファレンスセンターで抗菌薬適正使
用に関するポスター・リーフレット、ダイジェスト版な
どの資材を作成し、関係機関への提供を行ってい
る。【厚生労働省】 

○厚生労働科学研究班において、日本国内での医療
機関等での AMS プログラム施行状況に関する調査
を施行した。また、医療療養病床における院内感染
防止対策及び抗微生物薬適正使用の状況について
結果を解析した。さらに、調剤薬局を利用して有料老
人ホームを対象として抗微生物使用調査を行った。
ナショナルデータベースを利用して特別養護老人ホ
ームの抗菌薬使用量抽出を試みた。老人保健施設
に対し、感染予防・管理（IPC）および抗微生物薬適
正使用（AMS）に関する Point Prevalence Survey
（PPS）を行い公表した。療養型病床に対し、IPC およ
び AMS に関する調査を行った。特別養護老人施設
に対し、IPC および AMS に関する調査を行った。【厚
生労働省】 

 
○日本国内で検出された薬剤耐性菌の遺伝子解析を

行い、全国での薬剤耐性菌の拡散についての分子
疫学解析を行った。【厚生労働省】 

 
 
○成果物としての「介護施設等における薬剤耐性菌対

策ガイド」「グラム陰性薬剤耐性菌制御に関わる環
境整備に関する資料集」「CRE と CPE 対策のエッセ
ンス」「急性上気道感染症（感冒（かぜ）・急性咽頭
炎・急性備副鼻腔炎・急性気管支炎）患者説明資
料」を名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部
のホームページに掲載し、普及に努めた。研究班成
果物を基に設立された J-SIPHE について、「J-
SIPHE 専門家ミーティング委員」として、開発・普及
を支援した。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○全国の医療機関における抗菌薬の使用状況と薬剤

耐性菌の割合について研究を実施した。【厚生労働
省】 

 
○厚生労働科学研究班において、ナショナルデータベ

ースを用いた小児における抗菌薬使用状況を調査
中。各種介入による効果の検証を開始した。【厚生
労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、地域における感染

防止対策の具体的活動を実施。具体的取組をウェブ
サイトで掲載した。【厚生労働省】 

 
○適切な感染症診療を支援するための補助ツールとし

て、AMR 臨床リファレンスセンターで抗菌薬適正使
用に関するポスター・リーフレット、ダイジェスト版な
どの資材を作成し、関係機関への提供を行ってい
る。【厚生労働省】 

○高齢者施設の PPS を継続して行う予定である。医療
療養病床に対する、IPC および AMS に関する調査を
公表する予定である。調査結果を取りまとめて報告
する。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、経年変化や中小規模病院での現状につ

いて、厚生労働科学研究班での検討を行う。【厚生
労働省】 

 
 
○厚生労働科学研究班において作成・開発した成果物
は名古屋大学医学部附属病院中央感染制御部のホ
ームページに掲載、「急性上気道感染症（感冒（か
ぜ）・急性咽頭 炎・急性備副鼻腔炎・急性気管支
炎）患者説明資料」については、協力していただいた
医療機関に配布するとともに、国立国際医療センタ
ーのホームページにも掲載した。｢グラム陰性薬剤耐
性菌制御に関わる環境整備に関する資料集」につい
ては「院内感染対策マニュアル作成の手引き」の参
考文献として引用した。「耐性菌条件警告・案内定義
メッセージの標準化」「2DCM-web」「Σ-alert matrix」
は引き続き学会等で啓発した。J-SIPHE 開発及び普
及の支援は継続して行う。A-CAS は完成しすでに搭
載された。【厚生労働省】 

 
 
 
 
○各種介入の効果をナショナルデータベースを用いた
解析を通して報告する。地域における対策のモデル
の効果を検証する。【厚生労働省】 

 
 
○令和２年度より、抗菌薬適正使用推進モデル事業を
実施。【厚生労働省】 

 
 
○引き続き、AMR 臨床リファレンスセンターにおいて、

感染症診療を支援するための補助ツールの作成を
行う。【厚生労働省】 

畜水産、獣医
療等における
研究 

○家畜における動物用抗菌剤の使用中止が分離菌株
の薬剤耐性率の変化へ及ぼす影響を解析した。【農
林水産省】 

○家畜における動物用抗菌剤の使用中止が分離菌株
の薬剤耐性率の変化へ及ぼす影響を解析した。【農
林水産省】 

○引き続き、家畜における動物用抗菌剤の使用中止が
分離菌株の薬剤耐性率の変化に及ぼす影響を明ら
かにし、政策立案のための基礎データとして活用す
る。【農林水産省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

戦略 5.3 
感染症に対
する既存の
予防・診断・
治療法の最
適化に資す
る臨床研究
の推進 

既存の予防・
診断・治療法
の最適化に
関する研究 

○厚生労働科学研究班において、医療機関における
抗微生物薬適正使用チーム（AST）の有効性・経済
性等に関する調査を実施した。【厚生労働省】 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推
進研究事業」において、独自で開発した抗菌カプシド
合成技術を利用して、多剤耐性菌を対象に、１）耐性
菌に効く新規抗菌治療剤、２）細菌遺伝子検査法、
３）細菌ジェノタイピング法の開発を開始した。【内閣
府（健）、厚生労働省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、超多剤耐性グラム陰性菌お
よび薬剤耐性非結核性抗酸菌にも有効な新規抗菌
化合物の探索・創薬を目的として、既知の抗生物質
の再評価、既承認薬の再配置（コリスチンと既承認
薬の併用）、新規抗菌ポリマーの研究開発を行っ
た。【内閣府（健）、厚生労働省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、薬剤耐性菌に対する光線力
学療法を家庭もしくは特別養護老人ホームなどで行
うことができるようポータブル光源の開発および最適
条件の究明を目指す研究を開始した。【内閣府
（健）、厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、医療機関における

抗微生物薬適正使用チーム（AST）の有効性・経済
性等に関する調査を実施した。【厚生労働省】 

○引き続き、研究班での検討を行う。【内閣府（健）、厚
生労働省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、AST の有効性・経済性等に関する調査を

継続し、現存の診断・治療法の最適化に関するデー
タを収集する。【厚生労働省】 

戦略 5.4 
新たな予防・
診断・治療法
等の開発に
資する研究
及び産学官
連携の推進 

新たな予防
法の研究開
発の推進 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推
進研究事業」において、全ての年代での結核発症及
び再燃発症の予防を可能とする初回ワクチン及び追
加免疫法の開発を行いモルモット及びカニクイザル
にて有効性を確認した。【内閣官房、厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、薬剤耐性菌を従来

法よりも迅速に検出する検査の開発を行った。【厚生
労働省】 

 
○抗菌剤に頼らない生産体制を推進するため、「動物

用ワクチン等実用化促進事業」により、動物用ワクチ
ンの承認申請等の手続きに必要な安全性及び有効
性に係る試験等を対象に補助を行った。 
また、ワクチンを含む免疫誘導技術等の研究・開発
のためのプロジェクトを推進した。【農林水産省】 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推
進研究事業」において、全ての年代での結核発症及
び再燃発症の予防を可能とする初回ワクチン及び追
加免疫法の開発を行いモルモット及びカニクイザル
にて有効性を確認した。【内閣府（健）、厚生労働省】 

 
○厚生労働科学研究班において、薬剤耐性菌を従来

法よりも迅速に検出する検査の開発を行った。【厚生
労働省】 

 
○抗菌剤に頼らない生産体制を推進するため、「薬剤

耐性菌リスク低減のための動物用ワクチン等実用化
促進事業」により、免疫賦活剤の承認申請等の手続
きに必要な安全性及び有効性に係る試験等を対象
に補助を行った。また、本事業を活用して開発された
ワクチンの審査を速やかに行い実用化に向けて承認
した。ワクチンを含む免疫誘導技術等の研究・開発
のためのプロジェクトを推進した。【農林水産省】 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推
進研究事業」において、引き続き、結核等に対するワ
クチン等の予防法の研究開発を進める。【内閣府
（健）、厚生労働省】 

 
 
○引き続き、院内感染対策に必要な検査法の確立を目

指す。【厚生労働省】 
 
 
○引き続き、AMR 対策に資する感染症を予防する動物

用ワクチン等の開発・実用化を支援するとともに、ワ
クチンを含む免疫誘導技術等の研究・開発のための
プロジェクトを実施する。【農林水産省】 



24 

 

 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

新たな診断
法の研究開
発の推進 

○「感染症研究国際展開戦略プログラム（J-GRID）」に
おいて、薬剤耐性結核の核酸クロマトグラフィーによ
る簡便検出法の開発を進めた。【内閣官房、文部科
学省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、質量分析による迅速耐性因
子検出法に関して、感受性菌と耐性菌を用いて検討
し、耐性腸内細菌科細菌等が産生する基質特異性
拡張型β-ラクタマーゼ（ESBL）やメタロ-β-ラクタマー
ゼ（MBL）といった耐性因子を効率的に検出する方法
を確立した。【内閣官房、厚生労働省】 

 
○販売されている抗菌剤のうち、薬剤感受性キットが市

販されていない製剤について、製造販売業者と協議
し、薬剤感受性キットを開発・流通させる方策を検討
した。【農林水産省】 

○「新興・再興感染症研究基盤創生事業」において、ザ
ンビア拠点での研究により、現地の患者検体から分
離された多剤耐性菌の遺伝子変異情報と、遺伝子
増幅及び核酸検査の技術を組み合わせて、簡便・安
価・迅速な診断キットを開発した。【内閣府（健）、文
部科学省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、質量分析による迅速耐性因
子検出法に関して、感受性菌と耐性菌を用いて検討
し、耐性腸内細菌科細菌等が産生する基質特異性
拡張型β-ラクタマーゼ（ESBL）やメタロ-β-ラクタマー
ゼ（MBL）といった耐性因子を効率的に検出する方法
を確立した。【内閣府（健）、厚生労働省】 

 
○販売されている抗菌剤のうち、薬剤感受性キットが市

販されていない製剤について、製造販売業者と協議
し、薬剤感受性キットを開発・製造し、販売するよう要
請した。【農林水産省】 

○「新興・再興感染症研究基盤創生事業」において、開
発した診断キットの社会実装に向けて、ザンビア国
内での効果検証を進める。また、同じく薬剤耐性結
核が蔓延するタイにおいても同様の効果検証を進め
る。【内閣府（健）、文部科学省】 

 
 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、引き続き、MS 等を用いた各
種検査系の開発・実用化を進める。【内閣府（健）、厚
生労働省】 

 
 
 
 
○薬剤感受性キットが市販されていない製剤につい

て、薬剤感受性キットを開発・製造し、販売するよう
引き続き製造販売業者に対し要請を行う。【農林水
産省】 

新たな治療
法の研究開
発の推進 

○「感染症研究国際展開戦略プログラム（J-GRID）」に
おいて、薬剤耐性結核の新規治療薬スクリーニング
について、天然物ライブラリーを対象として実施し、
候補化合物を選択し毒性を確認し、さらに活性の高
い新規類似化合物の獲得を進めた。【内閣官房、文
部科学省】 

 
〇「感染症研究革新イニシアティブ（J-PRIDE）」におい

て、ワンヘルスの概念に基づいた病原体の生態に関
する研究の一領域において、異分野連携を促し、薬
剤耐性病原体に対する新規治療法に資する基礎的
な研究課題を支援した。【内閣官房、文部科学省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、細菌の mRNA の翻訳を阻害
することで抗菌作用を示し、かつ細菌の耐性獲得に
対する回避能が高いアミノ配糖体を天然物ライブラ
リーから見出し、その誘導体を複数合成した。その
中で新規誘導体が、in vitro で最も抗菌活性が優れ
ており、多剤耐性肺炎桿菌株のマウス肺感染モデル
においても有効である事を見出した。さらにライオ電
顕を用いた細菌リボソームと当該新規誘導体の複合
体の構造解析から、新規誘導体が 16S rRNA の塩
基修飾を回避する形で結合していることを明らかとし
た。メチシリン耐性黄色ブドウ球菌および多剤耐性
緑膿菌に感染した皮膚潰瘍を対象とする光線力学
療法について、既存化合物の用法に関する特許を
取得し、第 I 相試験に向けた PMDA 対面助言を実施
した。また、国立病院機構を中心とした多施設第 I 相
医師主導治験を実施した（令和元年 11 月に First in 
Human にて投与開始【内閣官房、厚生労働省】 

○「新興・再興感染症研究基盤創生事業」において、多
分野融合による先端的な研究を促し、薬剤耐性病原
体に対する新規治療法に資する基礎的な研究課題
を支援した。薬剤耐性遺伝子への選択性を高めたゲ
ノム編集酵素である複合タンパク質（CRISPR-
Cas13）により殺菌力の強化に成功し、新たな抗菌剤
への応用の可能性を示したほか、休眠遺伝子資源
の活用に着目し、新規抗菌活性天然物を発見した。
【内閣府（健）、文部科学省】 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、細菌の mRNA の翻訳を阻害
することで抗菌作用を示し、かつ細菌の耐性獲得に
対する回避能が高いアミノ配糖体を天然物ライブラ
リーから見出し、その誘導体を複数合成した。その
中で新規誘導体が、in vitro で最も抗菌活性が優れ
ており、多剤耐性肺炎桿菌株のマウス肺感染モデル
においても有効である事を見出した。さらにライオ電
顕を用いた細菌リボソームと当該新規誘導体の複合
体の構造解析から、新規誘導体が 16S rRNA の塩
基修飾を回避する形で結合していることを明らかとし
た。メチシリン耐性黄色ブドウ球菌および多剤耐性
緑膿菌に感染した皮膚潰瘍を対象とする光線力学
療法について、既存化合物の用法に関する特許を
取得し、第 I 相試験に向けた PMDA 対面助言を実施
した。また、国立病院機構を中心とした多施設第 I 相
医師主導治験を実施した（令和元年 11 月に First in 
Human にて投与開始【内閣府（健）、厚生労働省】 

○「新興・再興感染症研究基盤創生事業」においては、
薬剤耐性病原体に対する新規治療法開発に資する
研究支援において、異分野連携や斬新な視点・発想
を促していく。また、薬剤耐性病原体に対する新規の
治療法や治療薬に繋がる研究が進捗するよう引き続
き支援を行っていく。【内閣府（健）、文部科学省】 

 
 
 
 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推

進研究事業」において、天然物由来ライブラリーから
の新規誘導体について、有効性、安全性等の検討を
行う。また、引き続き、多剤耐性菌に対する活性を有
する化合物の探索を進め、新規治療薬開発に資す
る研究開発を推進する。メチシリン耐性黄色ブドウ球
菌および多剤耐性緑膿菌に感染した皮膚潰瘍を対
象とする光線力学療法について、引き続き第 I 相試
験実施に向けて支援を行っていく。【内閣府（健）、厚
生労働省】 

産学官連携
の推進 

○学会、製薬協等とのヒアリングを行い、意見交換を行
った。【厚生労働省】 

○学会、製薬協等とのヒアリングを行い、意見交換を行
った。【厚生労働省】 

○引き続き、産学官での連携体制について意見交換・
検討を進める。【厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

開発促進策
の検討・実施 

○令和元年 7 月に、日米欧を含む薬事規制当局国際
連携組織（ICMRA）において、革新的なヒト用抗微生
物薬等の開発を促進するための規制要件の効率化
等に関する共同声明をとりまとめた。【厚生労働省】 

 
○薬機法改正により、薬剤耐性感染症に対するものを

含む革新的医薬品に対して優先的に対面助言や承
認申請を行う先駆け審査指定制度の法制化等を行
い、迅速な開発の促進に資する制度整備を行った。
【厚生労働省】 

○日米欧を含む薬事規制当局国際連携組織（ICMRA）
において、革新的なヒト用抗微生物薬等の開発を促
進するための規制要件の効率化等に関する共同声
明をとりまとめ（令和元年７月）、継続して薬事規制
当局間で議論を行った。【厚生労働省】 

 
○薬機法改正により、薬剤耐性感染症に対するものを

含む革新的医薬品に対して優先的に対面助言や承
認申請を行う先駆け審査指定制度の法制化等を行
い、迅速な開発の促進に資する制度整備を行い、適
切に運用した。【厚生労働省】 

○引き続き、薬事規制当局間での検討を進める。【厚
生労働省】 

 
 
 
 
○引き続き、改正薬機法を適切に運用する。【厚生労

働省】 

戦略 5.5 
薬剤耐性の
研究及び薬
剤耐性感染
症に対 する
新たな予防・
診断・治療法
等の研究開
発に関 する
国際共同研
究の推進 

共通臨床評
価等ガイドラ
インの策定・
改正 

○令和元年 7 月に、日米欧を含む薬事規制当局国際
連携組織（ICMRA）において、革新的なヒト用抗微生
物薬等の開発を促進するための規制要件の効率化
等に関する共同声明をとりまとめた。【厚生労働省】 

 
○動物用医薬品の承認申請資料の調和に関する国際

協力（VICH）の枠組による、動物用医薬品の安定性
試験、配合剤の一般ガイドライン、生物学的同等性
試験の溶出試験法ガイドラインの策定、遺伝毒性試
験、生殖毒性試験のガイドラインの改定について、
検討作業に参画した。また、新興国へのガイドライン
普及のための動画作成を支援した。【農林水産省】 

○日米欧を含む薬事規制当局国際連携組織（ICMRA）
において、革新的なヒト用抗微生物薬等の開発を促
進するための規制要件の効率化等に関する共同声
明をとりまとめ（令和元年７月）、継続して薬事規制
当局間で議論を行った。【厚生労働省】 

 
○動物用医薬品の承認申請資料の調和に関する国際

協力（VICH）の枠組による、動物用配合剤の一般ガ
イドライン、生物学的同等性試験の溶出試験法ガイ
ドライン等の策定、遺伝毒性試験、生殖毒性試験の
ガイドラインの改定について、検討作業に参画した。
また、新興国へのガイドライン普及のための動画作
成を支援した。【農林水産省】 

○引き続き、薬事規制当局間での検討を進める。【厚
生労働省】 

 
 
 
 
○引き続き、動物用医薬品の承認に必要な試験につい

て、世界共通のガイドラインの策定・改正のための
VICH における作業に積極的に参画・貢献する。【農
林水産省】 

国際共同研
究の推進 

○ AMR に関するプログラム連携イニシアチブ
（JPIAMR）の年次総会（令和２年３月）に国立研究開
発法人日本医療研究開発機構（AMED）が出席し、各
国の研究費助成機関の担当者と情報共有を実施し
た。JPIAMR Virtual Research Institute（VRＩ）の活動
の一環として、アジア AMR ワークショップ（令和元年
12 月）、Hacking AMR（令和元年 12 月）等に研究者を
派遣するなどして日本の研究者を海外ネットワーク
につなげ、数学や AI など新たな視点による AMR 研
究推進の取り組みに貢献した。AMR 研究課題マッピ
ングに協力した。【内閣官房、文部科学省、厚生労働
省】 

○厚生労働省の AMR ワンヘルス会議（令和 3 年 2 月）
の研究開発ワーキンググループを AMED（日本医療
研究開発機構）が担当し、アジア・大洋州諸国の有
識者らとAMR対策や研究動向について情報共有し、
取り組むべき優先課題について意見交換を行った。
AMED はこれと連動して、AMR に関するアジア－大
洋州ワークショップ（令和 3 年 3 月）を開催し、研究開
発、共同研究の可能性を検討した。薬剤耐性（AMR）
に関するプログラム連携イニシアティブ（JPIAMR）の
年次総会（令和 2 年 10 月、令和 3 年 3 月）に国立研
究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）が出席
し、各国の研究費助成機関の担当者と情報共有を実
施した。【内閣府（健）、文部科学省、厚生労働省】 

○引き続き、世界の資金配分機関と対話を持ちなが
ら、AMR を含めた国際的重要課題について議論し国
際連携を図る。JPIAMR の年次総会や諸会議への参
加等を通じて、国際的な研究動向の把握、我が国に
おける研究支援の取組状況や成果の発信に努め
る。【内閣府（健）、文部科学省、厚生労働省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

目標 6 
国際的視野
で多分野と
協働し、薬剤
耐性対策を
推進する 

戦略 6.1 
薬剤耐性に
関する国際
的な政策に
係る日本の
主導力の発
揮 

薬剤耐性に
関する国際
的な政策の
推進 

○令和元年度は JPIAMR（AMR に関する連携イニシア
チブ）の年次総会（令和 2年 3 月）に日本医療研究開
発機構（AMED）が出席し、各国の研究費助成機関
と、薬剤耐性分野の研究開発に関する国際的重要
課題について議論し、情報共有と国際協調を図っ
た。【内閣官房、文部科学省、厚生労働省】 

 
○WHO 拠出金を通じて、AMR を含む感染症対策事業

を支援した。【厚生労働省】 
 
○世界健康安全保障アジェンダ（GHSA）の「AMR アク
ションパッケージ」において、平成 30 年 12 月から令
和元年 12 月まで英国とともに共同議長を務め、AMR
に関する GHSA の取組に貢献。また、第 5 回 GHSA
閣僚級会合に出席し、AMR も含めた健康危機対策
への日本の貢献を紹介。【厚生労働省】 

 
○令和元年７月に、日米欧を含む薬事規制当局国際
連携組織（ICMRA）において、革新的なヒト用抗微生
物薬等の開発を促進するための規制要件の効率化
等に関する共同声明をとりまとめた。【厚生労働省】 

 
○G20 アルゼンチン保健大臣会合（平成 30 年 10 月）
及び我が国で開催した G20 大阪サミット（令和元年６
月）、G20 岡山保健大臣会合（同年１０月）では、AMR
がテーマのひとつであり、我が国は、その議論やシミ
ュレーション・エクササイズに積極的に参画した。【外
務省、厚生労働省】 

 
○令和元年 9 月に日本で開催された OIE 地域総会で、

AMR 対策について議論を主導し、地域の AMR 対策
の課題の検討に貢献した。また、AMR に関する OIE
の作業グループに我が国の専門家が出席し、今後
OIE が取り組むべき課題を議論するなど、OIE による
AMR に対する取組を支援した。【農林水産省】 

 
○国際食品規格の策定等を行っているコーデックス委

員会の AMR 対策の実施規範の改正及び薬剤耐性
サーベイランス・モニタリングガイドラインの策定に関
し、タスクフォースでの作業に積極的に参画・貢献し
た。【農林水産省】 

 
○動物用医薬品の承認申請資料の調和に関する国際
協力（VICH）の枠組による、動物用医薬品の安定性
試験、配合剤の一般ガイドライン、生物学的同等性
試験の溶出試験法ガイドラインの策定、遺伝毒性試
験、生殖毒性試験のガイドラインの改定について、検
討作業に参画した。また、新興国へのガイドライン普
及のための動画作成を支援した。【農林水産省】 

○厚生労働省の AMR ワンヘルス会議（令和 3 年 2 月）
の研究開発ワーキンググループを AMED（日本医療
研究開発機構）が担当し、アジア・大洋州諸国の有
識者らとAMR対策や研究動向について情報共有し、
取り組むべき優先課題について意見交換を行った。
AMED はこれと連動して、AMR に関するアジア－大
洋州ワークショップ（令和 3 年 3 月）を開催し、当該地
域内連携の促進を目指して、ワンヘルスの観点から
の科学面、政策面での議論を深めた。令和 2 年度は
JPIAMR（AMR に関するプログラム連携イニシアティ
ブ）の年次総会（令和 2 年 10 月、令和 3 年 3 月）に
日本医療研究開発機構（AMED）が出席し、各国の研
究費助成機関と、薬剤耐性分野の研究開発に関す
る国際的重要課題について議論し、情報共有を行っ
た。【内閣府（健）、文部科学省、厚生労働省】 

 
○WHO 拠出金を通じて、ＡＭＲを含む感染症対策事業

を支援。【厚生労働省】 
 
○世界健康安全保障アジェンダ(GHSA)の「AMR アクシ

ョンパッケージ」に参加し、AMR に関する GHSA の取
組に貢献。また、第６回GHSA閣僚級会合に出席し、
AMR も含めた健康危機対策への日本の貢献を紹
介。【厚生労働省】 

 
○日米欧を含む薬事規制当局国際連携組織（ICMRA）
において、革新的なヒト用抗微生物薬等の開発を促
進するための規制要件の効率化等に関する共同声
明をとりまとめ（令和元年７月）、継続して薬事規制当
局間で議論を行った。【厚生労働省】 

 
 
 
 
 
○OIE が主催するウェビナーに参加し、各国における

AMR 対策について情報収集するとともに、日本の愛
玩動物における AMR に対する取組を紹介した。ま
た、AMR に関する OIE の作業グループに我が国の
専門家が出席し、今後 OIE が取り組むべき課題を議
論すること等により、OIEによるAMRに対する取組を
支援した。【農林水産省】 

 
○国際食品規格の策定等を行っているコーデックス委

員会の AMR 対策の実施規範の改正及び薬剤耐性
サーベイランス・モニタリングガイドラインの策定に関
し、タスクフォースでの作業に積極的に参画・貢献し
た。【農林水産省】 

 
○動物用医薬品の承認申請資料の調和に関する国際

協力（VICH）の枠組による、動物用配合剤の一般ガ
イドライン、生物学的同等性試験の溶出試験法ガイ
ドライン等の策定、遺伝毒性試験、生殖毒性試験の
ガイドラインの改定について、検討作業に参画した。
また、新興国へのガイドライン普及のための動画作
成を支援した。【農林水産省】 

○引き続き、世界の資金配分機関と対話を持ちなが
ら、AMR を含めた国際的重要課題について議論し国
際連携を図る。【内閣府（健）、文部科学省、厚生労
働省】 

 
 
〇AMR に関するアジア太平洋ワンヘルス・イニシアテ

ィブ（ASPIRE）の一環として WPRO 参加国と共同でサ
ーベイランスネットワークの体制を構築するための協
議を実施するとともにアジア太平洋地域の国々にお
いて、WPRO と共に Health-care management の分野
で薬剤耐性菌アウトブレイク事例のリスク評価と迅速
かつ効果的な対応を行っていく体制づくりを推進す
る。【厚生労働省】 

 
 
○WHO 拠出金を通じて、引き続き支援していく。【厚生
労働省】 
 
○引き続き、GHSA 及びその AMR アクションパッケージ

の取組を支援する。【厚生労働省】 
 
 
 
 
○引き続き、薬事規制当局間での検討を進める。【厚

生労働省】 
 
○アジア諸国の担当者による AMR 対策に係る国際協

力に関する国際会議を開催する。【厚生労働省】 
 
○G20、G7 等の国際会議を通じて、引き続き、AMR 対

策の推進に貢献していく。【外務省、厚生労働省、農
林水産省】 

 
○引き続き、AMR 対策推進に係る会議の出席 OIE コー

ド改正案への意見提出、使用量データベースの構築
に当たっての議論への参画等を通じて、OIE の取組
を支援する。【農林水産省】 

 
 
 
 
○今後も、コーデックス委員会のタスクフォースでの作

業に積極的に参画・貢献する。【農林水産省】 
 
 
 
 
○引き続き、動物用医薬品の承認に必要な試験につい

て、世界共通のガイドラインの策定・改正のための
VICH における作業に積極的に参画・貢献する。【農
林水産省】 
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戦略 6.2 
薬剤耐性に
関するグロー
バル・アクシ
ョン・プラン達
成のための
国際協力の
展開 

公衆衛生領
域における国
際協力 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推
進研究事業」において、各国データサーバーへの
JANIS システム導入を可能にするため、WPRO なら
びにアジアの途上国などの保健省とも連携し、引き
続きアジア地域に JANIS システムの予備導入を行う
ための準備・検討を実施した。国立感染症研究所薬
剤耐性研究センターが WHO Collaborating Center に
指定されるための準備を進めた。ベトナム保健省と
JANIS 海外版（ASIARS-Net）システム導入に向けた
覚書を締結した。 
【内閣官房、厚生労働省】 

 
○令和元年 10 月に行われたＧ20 岡山保健大臣会合

において、ワン・ヘルス・アプローチに基づくＡＭＲ対
策の継続、研究開発の課題への取組等を盛り込ん
だG20岡山保健大臣宣言を採択した。また、JICA支
援による国際研修で薬剤耐性結核診断法の研修を
実施した。【厚生労働省】 

 
○国際協力機構(JICA)技術協力プロジェクト等を活用

し、以下の無償資金協力等による国際協力事業を展
開した。 
①技術協力：１１件 
・モンゴル向け「一次及び二次レベル医療施設従事

者のための卒後研修強化プロジェクト」（平成２７
年５月～令和２年５月） 

・カンボジア向け「分娩時及び新生児期を中心とした
母子継続ケア改善プロジェクト」（平成２８年５月
～令和３年５月） 

・ラオス向け「保健医療サービスの質改善プロジェク
ト」（平成２８年２月～令和３年２月） 

・ラオス向け「保健政策アドバイザー」（令和元年５月
～令和３年５月） 

・ミャンマー向け「感染症対策アドバイザー」（令和元
年８月～令和３年８月） 

･ベトナム向け「ベトナムにおける治療成功維持のた
めの”bench-to-bedside system”構築と新規HIV-
1 感染阻止プロジェクト」（令和元年４月～令和６
年４月） 

・中国向け「パンデミック等新興・再興感染症対
策プロジェクト」（平成 28 年 11 月 10 日～平成
33 年 11 月 9 日） 

・アフガニスタン向け「結核対策プロジェクトフェー
ズ 3」（平成 28 年 10 月１日～平成 31 年 8 月） 

・ブラジル向け「ブラジルと日本の薬剤耐性を含
む真菌感染症診断に関する研究とレファレンス
協力体制強化プロジェクト（科技）」（平成 29 年 8
月～平成 34 年 8 月） 

・ベトナム向け「感染症の予防・対応能力向上の
ための実験室の機能及び連携強化プロジェク
ト」（平成 29 年 7 月～平成 34 年 7 月） 

・ベトナム向け「チョーライ病院向け病院運営・管
理能力向上支援プロジェクト」（平成 28 年 12 月
～平成 33 年 12 月） 

②技術協力（研修）：4 件 
・全世界向け本邦研修「臨床検査技術―感染症
の適切な診断のための微生物検査―」 

・全世界向け本邦研修「UHC 時代の結核制圧と
薬剤耐性-検査リーダーのための実施訓練を通
じた知識と技術の向上-」 

・中東向け第三国研修「院内感染予防」 
・中東向け第三国研修「結核撲滅への道程」 
③無償資金協力：2 件 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推
進研究事業」において、各国データサーバーへの
JANIS システム導入を可能にするため、WPRO なら
びにアジアの途上国などの保健省とも連携し、引き
続きアジア地域に JANIS システムの予備導入を行う
ための準備・検討を実施した。その中で英語のホー
ム ペ ー ジ を 開 設 し た
（https://janis.mhlw.go.jp/english/asiars-net/）。国立
感染症研究所薬剤耐性研究センターが WHO 
Collaborating Center に指定されるための準備を進
め、年度末に正式に WHO Collaborating Center for 
AMR Surveillance and Research としての認定を受け
た。日本が議長国として主催した Tokyo AMR One 
Health Conference において、AMR に関するアジア
太平洋ワンヘルス・イニシアチブ（ASPIRE）の今後の
方向性に関する議論を行った。 
【内閣府（健）、厚生労働省】 

 
○e-ASIA により、フィリピン国立結核研究所（NTRL）に

対して耐性結核新規薬剤感受性検査法の指導を実
施した。【AMED 御手洗班】 

 
 
 
○ストップ結核パートナーシップへの拠出を通じて、我

が国で開発された結核診断機器や多剤耐性結核治
療薬の国際展開を推進し、結核蔓延国における、多
剤耐性結核を含む結核の診断、治療を促進した。ま
た、JICA 支援による国際研修で薬剤耐性結核診断
法の研修を実施した。【厚生労働省】 

 
○国際協力機構(JICA)技術協力プロジェクト等を活用

し、以下の無償資金協力等による国際協力事業を展
開した。 
①技術協力：１１件 
・モンゴル向け「一次及び二次レベル医療施設従事

者のための卒後研修強化プロジェクト」（平成２７
年５月～令和２年５月） 

・カンボジア向け「分娩時及び新生児期を中心とした
母子継続ケア改善プロジェクト」（平成２８年５月
～令和３年５月） 

・ラオス向け「保健医療サービスの質改善プロジェク
ト」（平成２８年２月～令和３年２月） 

・ラオス向け「保健政策アドバイザー」（令和元年５月
～令和３年５月） 

・ミャンマー向け「感染症対策アドバイザー」（令和元
年８月～令和３年８月） 

･ベトナム向け「ベトナムにおける治療成功維持のた
めの”bench-to-bedside system”構築と新規HIV-
1 感染阻止プロジェクト」（令和元年４月～令和６
年４月） 

・中国向け「パンデミック等新興・再興感染症対
策プロジェクト」（平成 28 年 11 月 10 日～平成
33 年 11 月 9 日） 

・アフガニスタン向け「結核対策プロジェクトフェー
ズ 3」（平成 28 年 10 月１日～平成 31 年 8 月） 

・ブラジル向け「ブラジルと日本の薬剤耐性を含
む真菌感染症診断に関する研究とレファレンス
協力体制強化プロジェクト（科技）」（平成 29 年 8
月～平成 34 年 8 月） 

・ベトナム向け「感染症の予防・対応能力向上の
ための実験室の機能及び連携強化プロジェク
ト」（平成 29 年 7 月～平成 34 年 7 月） 

○ベトナムで JANIS 海外版（ASIARS-Net）システムの
導入を進める。また引き続き WPRO ならびにアジア
各国と連携し、耐性菌情報を収集する体制基盤を整
える。AMR に関するアジア太平洋ワンヘルス・イニ
シアティブ（ASPIRE）のワーキンググループで、イニ
シアティブ参加国が WHO GLASS へのデータ提出を
行い、AMR の状況の国際比較を可能にするための
枠組みを、検討していく。【内閣府（健）、厚生労働
省】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、WHO や国連等の国際会議の場を通じて、

診断や治療の研究開発における日本の取組を紹介
し、我が国で開発された製品の使用を推進していく。
また、薬剤耐性結核の診断・治療等に関する国際研
修を継続する。【厚生労働省】 

 
 
○引き続き、JICA 技術協力プロジェクト等による感染

予防・管理対策、AMSを含めた抗微生物薬の利用可
能性の確保、検査室機能強化等に関する技術協力
を実施する。【外務省】 
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 令和元年度に実施した事項 令和２年度に実施した事項 今後の取組方針 

・アフガニスタン向け「抗結核薬及び診断用品整
備計画」（令和２年３月～令和５年２月） 

・アフガニスタン向け「抗結核薬及び新診断用品
整備及び薬剤耐性結核短期治療実施モニタリ
ング計画」（平成 29 年 3 月～平成 32 年 12 月） 

【外務省】 

・ベトナム向け「チョーライ病院向け病院運営・管
理能力向上支援プロジェクト」（平成 28 年 12 月
～平成 33 年 12 月） 

②技術協力（研修）：4 件 
・全世界向け本邦研修「臨床検査技術―感染症
の適切な診断のための微生物検査―」 

・全世界向け本邦研修「UHC 時代の結核制圧と
薬剤耐性-検査リーダーのための実施訓練を通
じた知識と技術の向上-」 

・中東向け第三国研修「院内感染予防」 
・中東向け第三国研修「結核撲滅への道程」 
③無償資金協力：2 件 
・アフガニスタン向け「抗結核薬及び診断用品整
備計画」（令和２年３月～令和５年２月） 

・アフガニスタン向け「抗結核薬及び新診断用品
整備及び薬剤耐性結核短期治療実施モニタリ
ング計画」（平成 29 年 3 月～平成 32 年 12 月） 

【外務省】 

動物衛生領
域における国
際協力 

○令和 2 年 1 月から 3 月、動物医薬品検査所が、OIE
コラボレーティングセンターとして中国のAMR検査担
当者に対し長期研修を実施し、AMR 検査についての
技術伝達や、日本の取組みなどの情報提供や意見
交換を行った。【農林水産省】 

 
○令和元年 11 月にアジア地域の動物分野における薬

剤耐性菌の動向調査に関するガイドラインの検討に
むけた会議に参加して日本の経験を紹介し、助言を
行った。【農林水産省】 

○令和 3 年 3 月に、動物医薬品検査所が、OIE コラボ
レーティングセンターとしてネパールの AMR 検査担
当者に対しAMR検査についての動画やテキストを提
供し技術伝達等の支援を行った。【農林水産省】 

 
○令和 2 年 11 月にアジア地域の動物分野における薬

剤耐性菌の動向調査に関するガイドラインの検討に
むけた会議に参加して助言を行った。【農林水産省】 

○引き続き、特にアジア地域における OIE によるＡＭＲ
対策の強化・能力向上に関する国際協力の推進を
支援する。【農林水産省】 

 



②「薬剤耐性（AMR）対策アクションプラン」に基づく施策のフォローアップについて（評価指標）            令和４年３月 31 日 
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目

標 

戦

略 
評価指標 令和元年度の取組状況 令和２年度の取組状況 今後の取組方針 

1 1.1 

薬剤耐性（AMR）の認知度 

○AMR 臨床リファレンスセンターによって行われた一般国民の
アンケート調査（令和元年 9 月実施）では、不必要に抗微生物
薬を使用すると、その抗微生物薬が効かなくなるとの質問に
66.4％が正しいと回答した。 

○AMR 臨床リファレンスセンターによって行われた一般国民の
アンケート調査（令和 2 年 9 月実施）では、不必要に抗微生物
薬を使用すると、その抗微生物薬が効かなくなるとの質問に
64.9％が正しいと回答した。 

○引き続き、11 月の AMR 対策推進月間に合わせたキャンペー
ンを中心に普及啓発を図っていく。 

 
 
○AMR 臨床リファレンスセンターのホームページを通じて国民に
広く AMR を周知する。 

薬剤耐性（AMR）普及啓発ツール
の配布数 

○ヒト分野については、動画、ポスター、リーフレット、ブックレッ
ト、インフォグラフィック（静止画・動画）を作成し、AMR 臨床リ
ファレンスセンターのウェブサイトで公開した。ポスター、リーフ
レット、ブックレットの一部は印刷版を作成し、希望に応じて全
国の自治体、病院、薬局、教育機関などに配布した（印刷版を
作成した 9種合計で 60,032 部を送付）。全国の関連イベントに
も提供して参加者に配布した。令和 2 年 3 月時点で、動画 7
種（インフォグラフィック動画 3 種を含む。）、ポスター9 種、リー
フレット 4 種、ブックレット 3 種、カレンダー1 種、インフォグラフ
ィック静止画 8 種を公開している。また、平成 30 年 10 月から
12 月まではキャラクターを起用したポスター1 種とリーフレット
1 種を公開した。 

 
 
○動物分野については、牛及び豚の呼吸器病の抗菌剤治療ガ

イドブック並びに牛乳房炎抗菌剤治療ガイドブックを、８関係
団体、都道府県、臨床獣医師等に配布し、各団体関係者等へ
の周知を行った。 

○ヒト分野については、動画、ポスター、リーフレット、ブックレッ
ト、インフォグラフィック（静止画・動画）を作成し、AMR 臨床リ
ファレンスセンターのウェブサイトで公開した。ポスター、リーフ
レット、ブックレットの一部は印刷版を作成し、希望に応じて全
国の自治体、病院、薬局、教育機関などに配布した（印刷版を
作成した 10 種合計で 114,095 部を送付、キャンペーン配布分
含む）。医師会員 134,000 人にポスターと抗微生物薬適正使
用の手引きを送付した。令和 3 年 3 月現在、動画 7 種（インフ
ォグラフィック動画 3 種を含む。）、ポスター9 種、リーフレット 4
種、ブックレット 3 種、カレンダー2 種、インフォグラフィック静止
画 10 種を公開している。また、令和 2 年 10 月から令和 3 年 1
月初旬にかけてキャラクターを起用したポスター1種とリーフレ
ット 1 種を公開した。 

 
○動物分野については、愛玩動物飼い主向けポスター、抗菌薬
の慎重使用に役立つツール及び愛玩動物における抗菌薬の
慎重使用の手引きを、22 関係団体、全国の動物病院、臨床
獣医師等に配布し、各団体関係者等への周知を行った。 

○引き続き、11 月の AMR 対策推進月間に合わせたキャンペー
ンを中心にツールを作成し、普及啓発を図っていく。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、リーフレット等の普及啓発ツールの作成・配布等に

より、動物分野における普及啓発活動を推進する。 

薬剤耐性（AMR）情報提供基盤（ウ
ェブサイト）の閲覧数 

○厚生労働省では、教育啓発のためのウェブサイト（平成 29 年
9 月開設）を運営し、一般向け及び医療従事者向けの情報提
供を行っている。 

 
○AMR 臨床リファレンスセンターHP 内では AMR 対策啓発サイ

ト「かしこく治して、明日につなぐ～抗菌薬を上手に使って
AMR 対策～」を公開した。 
AMR 対策啓発サイト HP：3,033,402PV（平成 31 年 4 月～令和
2 年 3 月） 
AMR 対策動画視聴数：5,752PV（平成 31 年 4 月～平令和 2 年
3 月） 
AMR 対策ポスターダウンロード数：18,081（平成 31 年 4 月～
令和 2 年 3 月） 
AMR 対策リーフレット・ブックレット・インフォグラフィック（A4
版）・スライドダウンロード数：19,394（平成 31 年 4 月～令和 2
年 3 月） 

 
○農林水産省では、動物分野での AMR 対策の情報について、

研修用動画や各種疾病の抗菌剤治療ガイドブックを掲載する
など農林水産省ウェブサイトを充実させた。研修用動画の閲
覧数は 2,586PV（月平均 216PV）であった。 

 
○令和元年度における厚生労働省、農林水産省の AMR に関す
る HP の閲覧数は以下のとおり。 
厚生労働省 HP：91,837PV（月平均 7,653PV） 
農林水産省 HP：25,531PV（月平均 2,128PV） 
動物医薬品検査所（月平均 1650PV） 
※PV: Page View  

○厚生労働省では、教育啓発のためのウェブサイト（平成 29 年
9 月開設）を運営し、一般向け及び医療従事者向けの情報提
供を行っている。 

 
○AMR 臨床リファレンスセンターHP 内では AMR 対策啓発サイ

ト「かしこく治して、明日につなぐ～抗菌薬を上手に使って
AMR 対策～」を公開した。 
AMR 対策啓発サイト HP：3,897,844PV（令和 2 年 4 月～令和
3 年 3 月） 
AMR 対策動画視聴数：2,432+141,162PV（令和 2 年 4 月～平
令和 3 年月） 
AMR 対策ポスターダウンロード数：10,144（令和 2 年 4 月～令
和 3 年 3 月） 
AMR 対策リーフレット・ブックレット・インフォグラフィック（A4
版）・スライドダウンロード数：10,585（令和 2年 4 月～令和 3 年
3 月） 

 
○農林水産省では、動物分野での AMR 対策の情報について、

研修用動画や各種疾病の抗菌剤治療ガイドブックを掲載する
など農林水産省ウェブサイトを充実させた。研修用動画の閲
覧数は 1,774PV（月平均 148PV）であった。 

 
○令和 2 年度における厚生労働省、農林水産省の AMR に関す

る HP の閲覧数は以下のとおり。 
厚生労働省 HP：91,837PV（月平均 7,653PV）農林水産省 HP：
22,863PV（月平均 1,905PV） 
動物医薬品検査所 HP: 34,643PV（月平均 2,887PV） 
※PV: Page View  

○引き続き、ヒト分野、動物分野での AMR 対策の情報をウェブ
サイトで発信する。 
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1.2 

研修会、講習会の種類・実績 

○ヒト分野については、セミナー開催や e ラーニング構築を通じ
て研修プログラムの開発を行った。また、都立病院の協力を
得て、e ラーニングを初期研修医の教育プログラムとしての活
用を開始した。 

 
○動物分野については、都道府県の家畜防疫員を対象とした検

査法の技術的な実地研修を 2 回、都道府県の魚類防疫員等
を対象とした研修を１回実施した。動物分野における AMR 対
策について獣医大学の学生への講義を開始し、12 大学を対
象に実施した。また、畜産関係団体等への講演を行った。 

○ヒト分野については、セミナー開催や e ラーニング構築を通じ
て研修プログラムの開発を行った。また、e ラーニングを初期
研修医の教育プログラムとしての活用を開始した。 

 
 
○動物分野については、都道府県の家畜防疫員を対象とした検

査法の技術的な研修を１回、都道府県の魚類防疫員等を対
象とした研修を１回実施した。動物分野における AMR 対策に
ついて獣医大学の学生への講義及び動画提供を、12 大学を
対象に実施した。また、畜産関係団体等への講演を行った。 

○ヒト分野については、引き続き、研修プログラムを開発してセミ
ナーや e ラーニングで活用する。また、卒後導入研修や生涯
教育における e ラーニングの活用などを全国の病院・医療従
事者に呼びかける。 

 
○動物分野については、引き続き、畜産の生産現場や動物病院

の獣医師への抗菌剤の慎重使用の取組の推進や、魚類防疫
員等の専門家の使用指導書がないと養殖業者が抗菌剤を購
入できない仕組みの円滑な運用を目的として、研修会を開催
する。また、獣医大学の学生に対する AMR 対策の講義及び
動画提供を引き続き実施する。 

薬剤耐性（AMR）等に関する研修
履修を要件としている資格数 

○医療関係者向けのセミナーを全国 10 ヶ所で開催し、抗微生物
薬適正使用や感染対策に関する研修プログラムを提供した。
また、平成 30 年 6 月に e ラーニングのシステムを公開し、セミ
ナーに参加できない医療関係者にも研修プログラムを提供す
る体制を整えた。 

 
 
○医師国家試験においては、平成 24 年度（平成 25 年 2 月）より
「多剤耐性菌」の項目の記載を具体化・追加した出題基準を
適用した医師の国家試験を実施しており、平成 29 年度（平成
30 年 2 月）からは項目名を「薬剤耐性<AMR>」の記載とした新
たな出題基準を適用し、医師国家試験を実施している。 

 
○歯科医師国家試験においては、平成 29 年度（平成 30 年 2

月）より「抗菌薬の適正使用<AMS>と薬剤耐性<AMR>」の項
目の記載を具体化・追加した出題基準を適用した歯科医師の
国家試験を実施している。 

 
○「薬剤耐性<AMR>対策」や「薬剤耐性<AMR>（多剤耐性菌）」

などの項目を含む保健師助産師看護師国家試験出題基準を
適用した保健師・助産師・看護師の国家試験を実施した。 

 
○平成 28 年度に改訂した薬剤師国家試験出題基準において、

「薬剤耐性菌及び薬剤耐性化機構について説明できる」や
「薬剤耐性菌による院内感染について、予防方法、薬物治療
等を説明できる」など、項目の記載を具体化済みである。 

 
 
 
○セミナー開催や eラーニング構築を通じて研修プログラムの開

発を行った。また、都立病院の協力を得て、e ラーニングを初
期研修医の教育プログラムとしての活用を開始した。 

○新型コロナウイルス感染症流行の影響により対面でのセミナ
ーが開催できず、オンラインで医療関係者向けのセミナーを 4
回開催し、抗微生物薬適正使用や感染対策に関する研修プ
ログラムを提供した。また、平成 30 年 6 月に e ラーニングの
システムを公開し、セミナーに参加できない医療関係者にも研
修プログラムを提供する体制を整えた。 

 
○医師国家試験においては、平成 24 年度（平成 25 年 2 月）より
「多剤耐性菌」の項目の記載を具体化・追加した出題基準を
適用した医師の国家試験を実施しており、平成 29 年度（平成
30 年 2 月）からは項目名を「薬剤耐性<AMR>」の記載とした新
たな出題基準を適用し、医師国家試験を実施している。 

 
○歯科医師国家試験においては、平成 29 年度（平成 30 年 2

月）より「抗菌薬の適正使用<AMS>と薬剤耐性<AMR>」の項
目の記載を具体化・追加した出題基準を適用した歯科医師の
国家試験を実施している。 

 
○「薬剤耐性<AMR>対策」や「薬剤耐性<AMR>（多剤耐性菌）」

などの項目を含む保健師助産師看護師国家試験出題基準を
適用した保健師・助産師・看護師の国家試験を実施した。 

 
○薬剤師国家試験出題基準においては、平成 28 年度に改訂し
た出題基準にて、「薬剤耐性菌及び薬剤耐性化機構について
説明できる」や「薬剤耐性菌による院内感染について、予防方
法、薬物治療等を説明できる」など、項目の記載を具体化済
みであり、令和 2 年度から当該基準を適用した薬剤師国家試
験を実施している。 

 
○セミナー開催や eラーニング構築を通じて研修プログラムの開
発を行った。また、都立病院の協力を得て、e ラーニングを初
期研修医の教育プログラムとしての活用を開始した。 

○引き続き、研修プログラムを開発してセミナーや e ラーニング
で活用する。平成 30 年度の経験をふまえ、卒後導入研修に
おける e ラーニングの活用などを全国の病院に呼びかけてい
く。 

 
 
 
○医師については、引き続き当該出題基準を適用した国家試験

を実施する。 
 
 
 
 
○歯科医師については、引き続き当該出題基準を適用した国家

試験を実施する。 
 
 
 
○保健師・助産師・看護師については、引き続き当該出題基準

を適用した国家試験を実施する。 
 
 
○薬剤師については、引き続き当該出題基準を適用した国家試

験を実施する。 
 
 
 
 
 
○引き続き、研修プログラムを開発してセミナーや e ラーニング
で活用する。また、平成 30 年度の経験をふまえ、卒後導入研
修や生涯教育における e ラーニングの活用などを全国の病院
に呼びかけていく。 

2 2.1 
耐性結核、多剤耐性淋菌感染症
報告数 

○耐性結核については、結核登録者情報調査年報として毎年
公表している。 
・多剤耐性肺結核患者数：55 人(平成 30 年度） 
※全薬剤感受性検査結果の報告があった 7,570 人中 0.7％ 

 
○淋菌感染症については定点から報告される 5 類感染症であ
り、その届出情報の集計に加えて、国立感染症研究所におい
て多剤耐性淋菌感染症の調査を実施し、その実態をまとめ
た。また、国内外のセフトリアキソン耐性株の比較解析を行っ
た。 
･薬剤耐性淋菌 
※収集された株数約 1,000 株中、セフトリアキソン耐性率約 5%
（令和元年度暫定値） 

○耐性結核については、結核登録者情報調査年報として毎年
公表している。 
・多剤耐性肺結核患者数：44 人(令和元年度） 
※全薬剤感受性検査結果の報告があった 6,658 人中 0.7％ 

 
○淋菌感染症については定点から報告される 5 類感染症であ

り、その届出情報の集計に加えて、国立感染症研究所におい
て多剤耐性淋菌感染症の調査を実施し、その実態をまとめ
た。また、国内外のセフトリアキソン耐性株の比較解析を行っ
た。 
･薬剤耐性淋菌 
※収集された株数約 800株中、セフトリアキソン耐性淋菌は検
出されなかった （令和 2 年度暫定値）。 

○耐性結核については、結核登録者情報調査を現状のまま継
続する。 

 
 
 
○淋菌感染症については、届出情報の集計と薬剤感受性情報

の調査を継続し、迅速検査法開発、新規治療薬シーズの探索
を進める。 
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薬剤耐性（AMR）に関する動向調
査及びその調査研究等に参加す
る医療機関数 

○ヒト医療分野、動物医療分野、環境分野から専門家が出席し
た「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を計 2 回開催する
とともに、各分野のサーベイランスや調査の結果を集約し、
「薬剤耐性ワンヘルス動向調査年次報告書 2019」を作成、公
表した。 

 
○院内感染対策サーベイランス事業（JANIS）における集計対象
医療機関数は以下のとおり（令和 2 年 1 月）。 
・全国参加医療機関数：2,358 
・検査部門数：2,223 
・全入院患者部門数：958 
・手術手技関連（SSI）部門数：885 
・集中治療室（ICU）部門数：181 
・新生児集中治療室（NICU）部門数：117 

○ヒト医療分野、動物医療分野、環境分野から専門家が出席し
た「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を開催するととも
に、各分野のサーベイランスや調査の結果を集約し、「薬剤耐
性ワンヘルス動向調査年次報告書 2020」を作成、公表した。 

 
 
○院内感染対策サーベイランス事業（JANIS）における集計対象
医療機関数は以下のとおり（令和 3 年１月）。 
・全国参加医療機関数：2,418 
・検査部門数：2,283 
・全入院患者部門数：968 
・手術手技関連（SSI）部門数：899 
・集中治療室（ICU）部門数：182 
・新生児集中治療室（NICU）部門数：119 

○引き続き、「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を開催し、
年次報告書を作成・公表する。 

 
 
 
 
○JANIS に参加する医療機関の募集を続け、説明会の開催や
ウェブサイトでの動画資料の提供などにより、集計対象医療
機関数の増加を図る。 

2.2 

医療機関における抗微生物薬使
用量（AMU） 

○都道府県ごとに抗菌薬販売量を集計し(平成 25 年～令和元
年)、データを AMR 臨床リファレンスセンターのホームページ
に公表した。 
URL http://amrcrc.ncgm.go.jp/ 
【全国の抗菌薬販売量】 
14.91DID(平成 25 年) 
14.48DID(平成 26 年) 
14.68DID(平成 27 年) 
14.60DID(平成 28 年)  
13.814DID（平成 29 年） 
13.39 DID (平成 30 年) 
13.28 DID (令和元年) 
 
【NDB を利用した全国の抗菌薬使用量】 
14.27DID(平成 25 年) 
14.34DID(平成 26 年) 
15.04DID(平成 27 年) 
14.93DID(平成 28 年)  
14.12DID (平成 29 年) 

 

○都道府県ごとに抗菌薬販売量を集計し(平成 25 年～令和 2
年)、データを AMR 臨床リファレンスセンターのホームページ
に公表した。 
URL http://amrcrc.ncgm.go.jp/ 
【全国の抗菌薬販売量】 
14.91DID(平成 25 年) 
14.48DID(平成 26 年) 
14.68DID(平成 27 年) 
14.60DID(平成 28 年)  
13.814DID（平成 29 年） 
13.39 DID (平成 30 年) 
13.28 DID (令和元年) 
10.61 DID (令和 2 年) 
 
【NDB を利用した全国の抗菌薬使用量】 
14.27DID(平成 25 年) 
14.35DID(平成 26 年) 
15.04DID(平成 27 年) 
14.93DID(平成 28 年)  
14.12DID (平成 29 年) 
13.73 DID (平成 30 年) 
13.64 DID (令和元年) 

○現在の方針を継続し、抗菌薬販売量ならびに使用量の集計を
行う。 

 
○IQVIAジャパンのデータは今後も購入し、全国、都道府県別の

抗菌薬使用量を公開予定である。 
 

入院・外来部門における抗微生物
薬使用量（AMU）動向調査参加施
設数 

○NDBデータにより、都道府県別、年齢区分別、診療形態・入院
外来別、医科・歯科別の抗菌薬使用量を、AMR 臨床リファレ
ンスセンターのホームページ上で公開した。 

 
○外来部門：＞非細菌性気道感染症に対する抗菌薬処方率、
急性膀胱炎に対する抗菌薬の使われ方などの研究を行った。 

 
 
 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラム（ACAS）を、感染対策連

携共通プラットフォーム（J-SIPHE）にて実装した。参加施設は
46 都道府県 515 施設（令和 2 年 3 月 25 日） 

○NDBデータにより、都道府県別、年齢区分別、診療形態・入院
外来別、医科・歯科別の抗菌薬使用量を、AMR 臨床リファレ
ンスセンターのホームページ上で公開した。 

 
○外来部門：＞非細菌性気道感染症に対する抗菌薬処方率、
急性膀胱炎に対する抗菌薬の使われ方などの研究を行った。 

 
 
 
○レセプト対応 AMU アプリを、感染対策連携共通プラットフォー
ム（J-SIPHE）にて実装した。参加施設は 47 都道府県 711 施
設（令和 3 年 3 月 10 日） 

 
○診療所の抗菌薬適正使用フィードバックシステムの構築にあ
たり、その実現可能性を評価すべく、調査協力の得られた 6 ヵ
所の診療所においてデータの抽出・解析・フィードバックを行っ
た。 

○IQVIAジャパンのデータは今後も購入し、全国、都道府県別の
抗菌薬使用量を公開予定である。 

 
 
○抗菌薬使用量だけでなく、周辺データを利用して適正使用の

研究に利用できるよう、令和 2 年までの抗菌薬に関する NDB
データを特別抽出にて申請中である。今後は、そのデータを
用いて研究を行う。 

 
○抗菌薬使用量の自動集計プログラムを運用し、医療機関に対
して J-SIPHE への加入を促進する予定である。 

 
 
○システムを半自動化するため、企業の協力を得て設計・開発

を進める。今後さらに施設数を増加して実証し、全国規模での
診療所レベルのシステム確立を目指す。 
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戦

略 
評価指標 令和元年度の取組状況 令和２年度の取組状況 今後の取組方針 

地域における抗微生物薬の使用
量に関する指標（AMU 指標）に関
する検討体制を持つ自治体数 

○J-SIPHE の参加医療機関において、抗微生物薬使用量
（AMU）動向調査を実施し、情報を収集するとともに、AMU 指
標の設定について検討した。参加施設は 46 都道府県 515 施
設、（令和 2 年 3 月 25 日） 
URL http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/index.html 

○J-SIPHE の参加医療機関において、抗微生物薬使用量
（AMU）動向調査を実施し、情報を収集するとともに、AMU 指
標の設定について検討した。参加施設は 47 都道府県 711 施
設、（令和 3 年 3 月 10 日）  
URL http://amrcrc.ncgm.go.jp/surveillance/index.html 

○引き続き、J-SIPHEの参加医療機関において、AMU動向調査
を実施し、情報を収集するとともに、AMU 指標の設定につい
て検討する。 

2.3 

動向調査・監視の報告 

○動物分野では、平成 11 年度から継続して、毎年、健康畜及び
病畜由来薬剤耐性細菌の動向調査・監視を実施し、結果を公
表している。また、平成 29 年度より養殖水産動物及び病気の
愛玩動物の AMR の全国的な動向調査・監視を、各々拡充又
は開始するとともに、国内の豚群におけるメチシリン耐性黄色
ブドウ球菌（MRSA）の浸潤状況調査を実施している。また、健
康な愛玩動物における薬剤耐性動向調査を実施した。 

○動物分野では、平成 11 年度から継続して、毎年、健康畜及び
病畜由来薬剤耐性細菌の動向調査・監視を実施し、結果を公
表している。また、平成 29 年度より養殖水産動物及び病気の
愛玩動物の AMR の全国的な動向調査・監視を、各々拡充又
は開始するとともに、平成 30 年度より国内の豚群におけるメ
チシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）の浸潤状況調査を実施
している。また、平成 30 年度より健康な愛玩動物における薬
剤耐性動向調査を実施している。 

○引き続き、動物分野における動向調査・監視の結果を公表す
る。また、引き続き、家畜や養殖水産動物、愛玩動物の AMR
に関する動向調査・監視を実施する。 

収集した菌株数 
○動物分野において調査分析した菌株数：4,115 株（畜産：2,339
株、水産：234 株、愛玩：1542 株）。 

○動物分野において調査分析した菌株数：4,102 株（畜産：2,343
株、水産：200 株、愛玩：1559 株）。 

○引き続き、動物分野における動向調査・監視の結果を公表す
る。また、引き続き、家畜や養殖水産動物、愛玩動物の AMR
に関する動向調査・監視を実施する。 

2.4 

標準化実施機関数 

○ヒト分野については、抗酸菌検査標準化プログラムに 59 機関
が参加した。 

 
 
○外部精度管理事業（結核感染症課）として地方衛生研究所及

び保健所等の検査施設を対象にカルバペネム耐性腸内細菌
科細菌のβ－ラクタマーゼ産生性の確認とカルバペネマーゼ
遺伝子の検出についての精度評価を実施し、74 施設が参加
した。 

 
○動物分野については、検査法の技術的な実地研修に 39 都府

県の家畜防疫員及び 5 都県の魚類防疫員等が参加した。ま
た、4 検査機関の精度管理を動物医薬品検査所が実施した。 

○ヒト分野については、抗酸菌検査標準化プログラムに 59 機関
が参加した。 

 
 
○外部精度管理事業（結核感染症課）として地方衛生研究所及
び保健所等の検査施設を対象にカルバペネム耐性腸内細菌
科細菌のβ－ラクタマーゼ産生性の確認とカルバペネマーゼ
遺伝子の検出についての精度評価を実施し、67 施設が参加
した。 

 
○動物分野については、検査法の技術的な研修に 40 都道府県

の家畜防疫員が参加した。また、2 検査機関の精度管理を動
物医薬品検査所が実施した。 

○外部精度管理について、日本臨床衛生検査技師会など関連
団体との連携体制を構築する。また、引き続き、結核菌外部
精度管理評価のための検討を行う。 

 
○医療機関で実施される病原体遺伝子検査の標準化と精度管
理を検討していく。また、関係機関における結核菌ゲノム解析
を支援する。 

 
 
 
○動物分野については、引き続き、都道府県の家畜防疫員や魚

類防疫員等を対象とした実地研修を実施するとともに、検査
機関の精度管理を実施する。 

標準化に伴う研修の実施回数 

○ヒト分野については、地方衛生研究所においてカルバペネム
耐性腸内細菌科細菌と腸管出血性大腸菌の検査精度管理プ
ログラムを行った。 

 
○ヒト分野については、地方衛生研究所向け薬剤耐性菌研修を

企画し、基本コース（初心者向け）33 名、実践コース（経験者
向け）19 名、タイピングコース I,（PFGE）18 名,  II（NGS による
プラスミド解析）12 名が参加した。また、薬剤耐性菌試験解析
の支援のために陽性コントロール用 DNA セットを作成し、78
地方衛生研究所へ研修用テキストなどの資料を含む CD-R と
ともに一括配布した。地方衛生研究所での薬剤耐性菌検査に
関する問い合わせ・相談の対応（約 50 件）を行った。 

 
○動物分野については、都道府県の家畜防疫員を対象とした検

査法の技術的な実地研修を 2 回、都道府県の魚類防疫員等
を対象とした研修を１回実施した。 

○ヒト分野については、地方衛生研究所においてカルバペネム
耐性腸内細菌科細菌と腸管出血性大腸菌の検査精度管理プ
ログラムを行った。 

 
○ヒト分野については、地方衛生研究所向け薬剤耐性菌研修を
企画し、基本コース（初心者向け）3 名が参加した。また、薬剤
耐性菌試験解析の支援のために検査手技動画コンテンツや
音声入り講義資料、研修テキストなどの資料 DVD と陽性コン
トロール用 DNA セットを作成し、77 地方衛生研究所へ一括配
布した。地方衛生研究所での薬剤耐性菌検査に関する問い
合わせ・相談の対応（約 70 件）を行った。 

 
 
○動物分野については、都道府県の家畜防疫員を対象とした検

査法の技術的な研修を１回（40 都道府県参加）、都道府県の
魚類防疫員等を対象とした研修を１回実施した。 

○引き続き、検査精度管理プログラムを継続する。 
 
 
 
○引き続き、地方衛生研究所向け薬剤耐性菌研修および陽性

コントロール DNA の配布を実施する。令和 3 年度は Webinar
を用いた研修を実施予定。 

 
○地方衛生研究所向け結核菌分子疫学解析研修を実施する。 
 
 
 
 
○動物分野については、引き続き、都道府県の家畜防疫員や魚

類防疫員等を対象とした研修を実施する。 
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標 

戦

略 
評価指標 令和元年度の取組状況 令和２年度の取組状況 今後の取組方針 

分子疫学に基づく動向調査・監視
で収集された標本数（サンプル数） 

○薬剤耐性菌及び耐性遺伝子の分子疫学的解析を実施するた
めに、動向調査・監視の標本を収集した。 
※平成 30 年度は、ヒト・動物・環境由来の薬剤耐性腸内細菌

科細菌を中心に約 600 株のゲノム情報と約 1,200 の薬剤耐
性プラスミド情報を収集した。 

 
○カルバペネム耐性腸内細菌科細菌の病原体サーベイランス

が実質的に稼働開始した。2017 年は 899 株、2018 年は 1684
株が全国の地方衛生研究所においてカルバペネム耐性遺伝
子等の解析が実施された。 

 
○ヒト由来グラム陰性桿菌 10,022（うち 376 株について NGS 解

析）、ヒト由来 MRSA,黄色ブドウ球菌 1710、VRE23 株について
NGS 解析。下水由来グラム陰性桿菌 83 株、食品由来グラム
陰性菌 17 株について NGS 解析をおこなった。 

○薬剤耐性菌及び耐性遺伝子の分子疫学的解析を実施するた
めに、動向調査・監視の標本を収集した。 
※令和２年度は、ヒト・動物・環境由来の薬剤耐性腸内細菌科
細菌を中心に 5,595 株のゲノム情報を収集し、492 株について
公共データベースに登録した。 
 

○カルバペネム耐性腸内細菌科細菌の病原体サーベイランスと
して全国の地方衛生研究所において令和元年に分離された
1799 株を対象にカルバペネム耐性遺伝子等の解析が実施さ
れた。 

 
○ヒト由来グラム陰性桿菌 10,022（うち 376 株について NGS 解

析）、ヒト由来 MRSA,黄色ブドウ球菌 1710、VRE23 株につい
て NGS 解析。下水由来グラム陰性桿菌 83 株、食品由来グラ
ム陰性菌 17 株について NGS 解析をおこなった。 

 
〇ヒト由来結核菌 1,646 株を収集し、NGS 解析を実施した

（AMED 御手洗班）。 
 
○ヒト由来グラム陰性桿菌、MRSA,黄色ブドウ球菌、下水由来グ

ラム陰性桿菌等、合計 6116 株について NGS 解析をおこなっ
た。（菅井班） 

○引き続き、標本を収集する。病原体サーベイランスについて
は、バンコマイシン耐性腸球菌へ対象を拡大する。動物、食
品、環境からの菌株についてもワンヘルスサーベイランス-
WHO が主導する三輪車サーベイランスを実施し、ヒト（血液培
養由来 ESBL産生大腸菌、健康妊婦直腸スワブ由来 ESBL産
生大腸菌）、食品-食鳥盲腸由来 ESBL 産生大腸菌、環境-河
川、流入下水、と畜場排水由来 ESBL 産生大腸菌株を収集す
る。 

2.5 

ヒト、動物等の垣根を超えた世界
規模での取組（ワンヘルス・アプロ
ーチ）による動向調査の報告 

○ヒト医療分野、動物医療分野、環境分野から専門家が出席し
た「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を計 2 回開催し、各
分野のサーベイランスや調査の結果を集約し、「薬剤耐性ワ
ンヘルス動向調査年次報告書 2019」を作成、公表した。 

○ヒト医療分野、動物医療分野、環境分野から専門家が出席し
た「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を計１回開催し、各
分野のサーベイランスや調査の結果を集約し、「薬剤耐性ワ
ンヘルス動向調査年次報告書 2020」を作成、公表した。 

○「薬剤耐性ワンヘルス動向調査検討会」を開催し、「薬剤耐性
ワンヘルス動向調査年次報告書 2021」を作成予定である。 

各分野における薬剤耐性(AMR)に
関する動向調査及び調査研究に
おける標本数 

○JANIS の検査部門における令和元年の検体提出患者数は
2,972,343 人（集計対象医療機関数は 2,075）。 

 
○動物由来薬剤耐性菌モニタリング（JVARM）では、健康畜及
び病畜由来の細菌 4,115 株について、動向調査・監視を実施
した。 

○JANIS の検査部門における令和 2 年の検体陽性患者数は
2,757,567 人（集計対象医療機関数は 2,167）。 

 
○動物由来薬剤耐性菌モニタリング（JVARM）では、健康動物
及び病気動物由来の細菌 4,102 株（畜産：2,343 株（健康由；
1,534株、病気由来；809株）、水産（病気）：200株、愛玩：1,559
株(健康由来；498 株、病気由来；1061 株）。について、動向調
査・監視を実施した。 

○JANIS の説明会を開催し、参加医療機関の増加を図る。 
 
 
○引き続き、JVARM において動向調査・監視を実施する。 
 
 
 
 
 
○結核療法研究協議会と連携し、全国の MDR-TB 発生数を監

視する。 
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3 

3.1 

薬剤耐性微生物に起因する医療
関連感染症発生件数 

○感染症発生動向調査（NESID）において、薬剤耐性菌感染症
の発生数（報告数）をモニタリングしている。 
【定点報告（平成 30 年、定点当たり数）暫定値】 
PRSP：1,892 件（3.93 件） 
MRSA：16,289 件（33.86 件） 
MDRP：121 件（0.25 件） 
 
【全数報告（平成 30 年）暫定値】 
VRE：79 件 
MDRA：24 件 
※上記はいずれも薬剤耐性菌感染症の発生数（報告数）（全

数届出の対象のものは医療関連感染症であるか否かの確
認は可能（未実施）だが、定点のものは不可能） 

 
PRSP：ペニシリン耐性肺炎球菌 
MRSA：メチシリン耐性黄色ブドウ球菌 
MDRP：多剤耐性緑膿菌 
VRE：バンコマイシン耐性腸球菌 
MDRA：多剤耐性アシネトバクター 

○感染症発生動向調査（NESID）において、薬剤耐性菌感染症
の発生数（報告数）をモニタリングしている。 
【定点報告（令和２年、定点当たり数）暫定値】 
PRSP：879 件（1.84 件） 
MRSA：14,938 件（31.19 件） 
MDRP：115 件（0.24 件） 
 
【全数報告（令和２年）暫定値】 
CRE: 1922 件 
VRE：134 件 
MDRA：10 件 
※上記はいずれも薬剤耐性菌感染症の発生数（報告数）（全
数届出の対象のものは医療関連感染症であるか否かの確
認は可能（未実施）だが、定点のものは不可能） 

 
PRSP：ペニシリン耐性肺炎球菌 
MRSA：メチシリン耐性黄色ブドウ球菌 
MDRP：多剤耐性緑膿菌 
VRE：バンコマイシン耐性腸球菌 
MDRA：多剤耐性アシネトバクター 

○JANIS 及び NESID を継続する。NESID、JANIS の結果から全
国の薬剤耐性菌による感染症の発生数の推定方法について
研究を進める。 

要件を満たす「地域感染症対策ネ
ットワーク（仮称）」を設立した自治
体数 

○厚生労働科学研究班において、47 都道府県・20 政令指定都
市を対象に、感染症対策の地域ネットワークの現状、今後の
方向性についてのアンケートを実施した。アンケートの回答が
あった 37 都道府県のうち 24（65%)、16 指定都市のうち 9(56%)
が、何らかの感染症対策ネットワークが構築されていた。アン
ケート結果及びネットワーク構築方法等をまとめた報告書を各
自治体に送付した。 

○厚生労働科学研究班において、47 都道府県・20 政令指定都
市を対象に、感染症対策の地域ネットワークの現状、今後の
方向性についてのアンケートを実施した。アンケートの回答が
あった 37 都道府県のうち 24（65%)、16 指定都市のうち 9(56%)
が、何らかの感染症対策ネットワークが構築されていた。アン
ケート結果及びネットワーク構築方法等をまとめた報告書を各
自治体に送付した。 

○厚生労働科学研究班のモデルを参考に、地域ネットワークの
要件を定め、ネットワーク構築を推進していく。 

肺炎球菌、ヘモフィルス・インフル
エンザ菌 b 型(Hib)、インフルエンザ
ワクチンの予防接種率 

○肺炎球菌、Hib、インフルエンザを対象疾病として、予防接種
法に基づく定期の予防接種を実施した。 
（参考）平成 28 年度の定期の予防接種実施率は、以下のとお

り。 
A 類疾病 
・小児肺炎球菌ワクチン（1/2/3 回目）98.9/98.5/99.9％、追
加接種 103.3％ 

・Hib ワクチン：（1/2/3 回目）98.7/98.2/99.6％、追加接種
103.4％ 

Ｂ類疾病 
・高齢者肺炎球菌ワクチン 37.8％ 
・インフルエンザワクチン 50.2％ 

○肺炎球菌、Hib、インフルエンザを対象疾病として、予防接種
法に基づく定期の予防接種を実施した。 
（参考）令和元年度の定期の予防接種実施率は、以下のとお

り。 
A 類疾病 
・小児肺炎球菌ワクチン（1/2/3 回目）98.5/98.6/98.8％、追
加接種 96.5％ 

・Hib ワクチン：（1/2/3 回目）97.9/96.6/95.6％、追加接種
92.4％ 

Ｂ類疾病 
・高齢者肺炎球菌ワクチン 13.7％・インフルエンザワクチン 

50.4％ 

○定期の予防接種の着実な実施に努める。 

3.2 

実用化された動物用ワクチンの数 
○令和元年度に実用化された動物用ワクチンの数は以下のと
おり。 
・新たに承認されたワクチン：14 製剤 

○令和 2 年度に実用化された動物用ワクチンの数は以下のとお
り。 
・新たに承認されたワクチン：11 製剤 

○引き続き、補助事業等により、抗菌剤の使用機会の低減に資
するための動物用ワクチンの実用化を促進する。 

衛生管理の確認状況 

○家畜の飼養農場について、毎年 2 月時点の衛生管理の状況
を、家畜伝染病予防法に基づき確認している。 

 
○令和元年度に飼養衛生管理基準の遵守状況の報告のあった
農場数は、69,744 件。 

○家畜の飼養農場について、毎年 2 月時点の衛生管理の状況
を、家畜伝染病予防法に基づき確認している。 

 
○令和２年度に飼養衛生管理基準の遵守状況の報告のあった
農場数は、67,501 件。 

○引き続き、毎年の確認状況について、農林水産省ウェブサイ
トで公表する。 

生産衛生管理ハンドブックの配布
数 

○鶏肉、牛肉、鶏卵、豚肉について、畜産関係者が農場の状況
に合わせて生産衛生管理の具体的な対策を検討できるよう、
それぞれ「生産者編」と「指導者編」の生産衛生管理ハンドブ
ックを作成しており、農林水産省ウェブサイト上に掲載し、普
及に努めた。 

○鶏肉、牛肉、鶏卵、豚肉について、畜産関係者が農場の状況
に合わせて生産衛生管理の具体的な対策を検討できるよう、
それぞれ「生産者編」と「指導者編」の生産衛生管理ハンドブ
ックを作成しており、農林水産省ウェブサイト上に掲載し、普
及に努めた。 

○引き続き、畜産関係者との意見交換を行い、各畜種のハンド
ブックの普及を推進する。 
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家畜用、養殖水産動物用及び愛玩
動物用ワクチンの使用量 

○動物分野では、毎年のワクチンの販売量について、農林水産
省ウェブサイトで公表している。平成 30 年のワクチン販売量
は販売額ベースで 33,316,916 千円。 

○動物分野では、毎年のワクチンの販売量について、農林水産
省ウェブサイトで公表している。令和元年のワクチン販売量は
販売額ベースで 35,268,987 千円。 

○引き続き、AMR 対策に資する動物用ワクチンの実用化・使用
を推進するとともに、毎年のワクチンの販売量について、農林
水産省ウェブサイトで公表する。 

3.3 

薬剤耐性感染症(ARI)の集団発生
への対応件数、患者数 

○アウトブレイク対応に関する医療機関からの相談に対し、地域
での取組をアドバイスし、地域ネットワークの推進を図った。 

○アウトブレイク対応に関する医療機関からの相談に対し、地域
での取組をアドバイスし、地域ネットワークの推進を図った。 

○引き続き、AMR 臨床リファレンスセンターの機能について周知
するとともに相談体制を継続する。 

関係者向けの研修会の実施回数 
○全国保健所長会協力事業 AMR 対策等推進事業班と協力し、
薬剤耐性対策を学ぶグループワーク教材を開発するととも
に、その教材を用いた講習会を行った。 

○全国保健所長会協力事業 AMR 対策等推進事業班と協力し、
AMR 対策を学ぶグループワーク教材を開発した。新型コロナ
ウイルス感染症流行のため、講習会は開催できなかった。 

○より多くの自治体とともにセミナーを開催するとともに、講義・
演習のパッケージ化教材のブラッシュアップを進め、指導者育
成のためのワークショップを行うなど全国で展開していく。 

4 

4.1 

包括的な抗微生物薬適正使用
（AMS）プログラム（抗微生物薬適
正使用チーム（AST）の設置など）
を実施する医療機関数 

○平成 30 年度診療報酬改定において、感染防止対策加算とし
て、抗微生物薬適正使用チーム（AST）を設置し、抗菌薬適正
使用の推進を行っている医療機関に対し、抗菌薬適正使用支
援加算を導入した。 

 
○研究班において、抗微生物薬適正使用を推進するために、①

２～３次医療機関、②夜間急病センター、③クリニックをベー
スにしたモデルを構築し、モデル構築方法を手引きにまとめ
た。 

○平成 30 年度診療報酬改定において、感染防止対策加算とし
て、抗微生物薬適正使用チーム（AST）を設置し、抗菌薬適正
使用の推進を行っている医療機関に対し、抗菌薬適正使用支
援加算を導入した。届け出医療機関数 1,200（令和２年 7 月１
日時点） 

 
○研究班において、抗微生物薬適正使用を推進するために、①
２～３次医療機関、②夜間急病センター、③クリニックをベー
スにしたモデルを構築し、モデル構築方法を手引きにまとめ
た。 

○J-SIPHE 参加施設において、抗微生物薬適正使用チーム
（AST）を設置した医療機関数を調査し、加算算定医療機関を
把握するとともに、その効果を分析する。 

 
 
 
○夜間休日急病センターを軸としたモデルを全国に展開する。 
 

地域における抗微生物薬適正使
用（AMS）支援体制の整備数 

○平成 30 年度診療報酬改定において、「抗菌薬適正使用支援
加算」を新設し、算定要件に「他の医療機関から抗菌薬適正
使用の推進に関する相談を受けること」とした。 

○平成 30 年度診療報酬改定において、「抗菌薬適正使用支援
加算」を新設し、算定要件に「他の医療機関から抗菌薬適正
使用の推進に関する相談を受けること」とした。 

○平成 30 年度診療報酬改定の影響を調査・検証し、引き続き、
抗菌薬等の医薬品の適正使用の在り方について検討する。 

4.2 リスク管理措置の策定・実施数 

○動物分野では、内閣府食品安全委員会によるリスク評価の結
果、リスクが低度とされたことを受け、抗菌性飼料添加物のリ
スク管理措置策定指針に基づきリン酸タイロシン及びテトラサ
イクリン系 2物質の飼料添加物としての指定の取消を行った。 

○動物分野では、内閣府食品安全委員会によるリスク評価の結
果、コリスチンのリスクが中等度から低度に変更となったが、
現在実施しているリスク管理措置を前提に評価されたもので
あることから、引き続き同様のリスク管理措置を継続していく
こととした。 

○引き続き、食品安全委員会のリスク評価に基づき、リスク管理
措置を適確に策定・実施する。 

5 

5.1 

該当領域の公的研究費による論
文掲載数 

○令和元年度の厚生労働科学研究費による論文数は英語論文
41、日本語論文 16。 

○令和 2 年度の厚生労働科学研究費による論文数は英語論文
50、日本語論文 17。 

○引き続き、厚生労働科学研究等により、AMR の発生・伝播機
序の解明に向けた研究等を推進する。 

ゲノムデータベースに蓄積された
ゲノム情報数（国内及び海外） 

○国立感染症研究所の薬剤耐性ゲノムデータベース
（GeneEpid-J）には、ヒト・動物・環境由来の薬剤耐性腸内細
菌科細菌を中心に約 3,000 株の染色体 DNA と約 7,500 本の
プラスミド DNA（1 株あたり複数のプラスミドを保有するため。
薬剤耐性プラスミド含む。）を合わせて計 10,500 配列以上の
情報を収集した。 

○国立感染症研究所の薬剤耐性ゲノムデータベース
（GeneEpid-J）には、ヒト・動物・環境由来の薬剤耐性腸内細
菌科細菌を中心に約 3,000 株の染色体 DNA と約 7,500 本の
プラスミド DNA（1 株あたり複数のプラスミドを保有するため。
薬剤耐性プラスミド含む。）を合わせて計 10,500 配列以上の
情報を収集した。 

 
○ヒト由来グラム陰性桿菌、MRSA,黄色ブドウ球菌、下水由来グ
ラム陰性桿菌等、合計6116株についてNGS解析をおこない、
うち 492 株のゲノム情報については、公共のデータベースに
登録を行った。また、行政検査で得られた菌株 29 株について
は、GenEpid-J へ登録した。 

○引き続き、薬剤耐性菌データベースの拡充を図る。動物、食
品、環境からの菌株についても追加していく。 

 
 
 
 
 
○引き続き収集した耐性菌のゲノム情報の取得をすすめ、これ

までに蓄積した分も含めて順次、公共のデータベースへの登
録を進める。 

5.2 
前述の取組に関連する調査研究
の実施状況 

○厚生労働科学研究班において、47 都道府県・20 政令指定都
市を対象に、感染症対策の地域ネットワークの現状、今後の
方向性についてのアンケートを実施した。アンケートの回答が
あった 37 都道府県のうち 24（65%)、16 指定都市のうち 9（56）
が、何らかの感染症対策ネットワークが構築されていた。アン
ケート結果及びネットワーク構築方法等をまとめた報告書を各
自治体に送付した。 

 
○家畜における動物用抗菌薬の使用中止が分離菌株の薬剤耐

性率に変化を及ぼす影響を解析した。 

○家畜における動物用抗菌薬の使用中止が分離菌株の薬剤耐
性率に変化を及ぼす影響を解析した。 

○引き続き、家畜における動物用抗菌薬の使用中止が分離菌
株の薬剤耐性率に変化を及ぼす影響を明らかにし、政策立
案のための基礎データとして活用していく。 
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5.3 
前述の取組に関連する調査研究
の実施状況 

○厚生労働科学研究班において、医療機関における抗微生物
薬適正使用チーム（AST）の有効性・経済性等に関する調査を
実施した。 

○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事
業」において、独自で開発した抗菌カプシド合成技術を利用し
て、多剤耐性菌を対象に、１）耐性菌に効く新規抗菌治療剤、
２）細菌遺伝子検査法、３）細菌ジェノタイピング法の開発を開
始した。 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事
業」において、超多剤耐性グラム陰性菌および薬剤耐性非結
核性抗酸菌にも有効な新規抗菌化合物の探索・創薬を目的と
して、既知の抗生物質の再評価、既承認薬の再配置（コリス
チンと既承認薬の併用）、新規抗菌ポリマーの研究開発を行
った。 

 
○「新興・再興感染症に対する革新的医薬品等開発推進研究事
業」において、薬剤耐性菌に対する光線力学療法を家庭もしく
は特別養護老人ホームなどで行うことができるようポータブル
光源の開発および最適条件の究明を目指す研究を開始した。 

 
○厚生労働科学研究班において、医療機関における抗微生物
薬適正使用チーム（AST）の有効性・経済性等に関する調査を
実施した。 

○引き続き、研究班での検討を行う。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○引き続き、抗微生物薬適正使用チーム（AST）の有効性・経済
性等に関する調査を実施する。 

5.4 
前述の取組に関連する調査研究
の実施状況 

○薬剤耐性微生物（ARO）の出現を促進しない新たな感染症予
防法に係る研究開発の推進及びAMRに関する迅速診断法に
係る研究開発の推進について、厚生労働科学研究班におい
て調査研究を実施した。 

 
○抗菌剤に頼らない生産体制を推進するため、「動物用医薬品

対策事業」により、動物用ワクチンの承認申請等の手続きに
必要な安全性及び有効性に係る試験等を対象に補助を行っ
た。 
また、ワクチンを含む免疫誘導技術等の研究・開発のための
プロジェクトを推進した。 

○薬剤耐性微生物（ARO）の出現を促進しない新たな感染症予
防法に係る研究開発の推進及びAMRに関する迅速診断法に
係る研究開発の推進について、厚生労働科学研究班におい
て調査研究を実施した。 

 
○抗菌剤に頼らない生産体制を推進するため、「動物用医薬品

対策事業」により、動物用ワクチンの承認申請等の手続きに
必要な安全性及び有効性に係る試験等を対象に補助を行っ
た。 
また、ワクチンを含む免疫誘導技術等の研究・開発のための
プロジェクトを推進した。 

○引き続き研究班における調査研究を継続する。 
 
 
 
 
○引き続き、AMR 対策に資する感染症を予防するワクチンの開

発・実用化を支援する。ワクチンを含む免疫誘導技術等の研
究・開発のためのプロジェクトを実施する。 

5.5 

ヒト用の抗微生物薬開発のための
世界共通臨床評価ガイドライン策
定の有無 

○日米欧を含む薬事規制当局国際連携組織（ICMRA）におい
て、革新的なヒト用抗微生物薬等の開発を促進するための規
制要件の効率化等に関する共同声明をとりまとめた（令和元
年７月）。 

○日米欧を含む薬事規制当局国際連携組織（ICMRA）におい
て、革新的なヒト用抗微生物薬等の開発を促進するための規
制要件の効率化等に関する共同声明をとりまとめ（令和元年
７月）、継続して薬事規制当局間で議論を行った。 

○引き続き、薬事規制当局間での検討を進める。 

動物用抗菌剤の承認に必要な世
界共通試験ガイドラインの策定の
有無 

○動物用医薬品の承認申請資料の調和に関する国際協力
（VICH）の枠組による、試験のガイドライン策定・改訂の議論
に参画した。また、新興国へのガイドライン普及のための動画
作成を支援した。 

○動物用医薬品の承認申請資料の調和に関する国際協力
（VICH）の枠組による、試験のガイドライン策定・改訂の議論
に参画した。また、新興国へのガイドライン普及のための動画
作成を支援した。 

○引き続き、VICH ガイドライン策定・改訂作業に積極的に参画・
貢献する。 
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目

標 

戦

略 
評価指標 令和元年度の取組状況 令和２年度の取組状況 今後の取組方針 

6 

6.1 

各取組の活動状況 

○WHO 拠出金を通じて、AMR を含む感染症対策事業を支援し
た。 

 
 
 
 
○平成 31 年 2 月に WHO と共催で、AMR ワンヘルス東京会議

を開催した。同会議にはアジア諸国と国際機関の保健分野及
び農業分野の担当者を招き、各国のアクションプランに基づく
取組の共有を行った。 

 
○動物分野では、令和元年 9 月に日本で開催された OIE 地域
総会で、AMR 対策について議論を主導し、地域の AMR 対策
の課題の検討に貢献した。また、AMR に関する OIE の作業グ
ループに我が国の専門家が出席し、今後 OIE が取り組むべき
課題を議論するなど、OIE による AMR に対する取組を支援し
た。さらに、国際食品規格の策定等を行っているコーデックス
委員会の AMR 対策の実施規範の改正及び薬剤耐性サーベ
イランス・モニタリングガイドラインの策定に関し、タスクフォー
スでの作業に積極的に参画・貢献した。 

○WHO 拠出金を通じて、AMR を含む感染症対策事業を支援し
た。 

 
○グローバル抗菌薬研究開発パートナーシップ（GARDP）への
拠出を通じて、新規抗菌薬の創出を支援した。 

 
○令和３年 2 月に WHO と共催で、AMR ワンヘルス東京会議を

開催した。同会議にはアジア諸国と国際機関の保健分野及び
農業分野の担当者を招き、各国のアクションプランに基づく取
組の共有を行った。 

 
○動物分野では、OIEが主催するウェビナーに参加し、各国にお
ける AMR 対策について情報収集するとともに、日本の愛玩動
物における AMR に対する取組を紹介した。また、AMR に関す
る OIE の作業グループに我が国の専門家が出席し、今後 OIE
が取り組むべき課題を議論すること等により、OIE による AMR
に対する取組を支援した。さらに、国際食品規格の策定等を
行っているコーデックス委員会の AMR 対策の実施規範の改
正及び薬剤耐性サーベイランス・モニタリングガイドラインの
策定に関し、タスクフォースでの作業に積極的に参画・貢献し
た。 

○WHO 拠出金を通じて、引き続き、支援していく。 
 
 
○GARDP 拠出金を通じて、引き続き、支援していく。 
 
 
○アジア諸国の担当者による国際会議を開催する。 
 
 
 
 
○引き続き、AMR 対策推進に係る会議の出席等を通じて、OIE

の取組を支援する。今後も、コーデックス委員会のタスクフォ
ースでの作業に積極的に参画・貢献する。 

会議等への参加国数 
○令和３年２月に、AMR ワンヘルス東京会議･シンポジウムを

Web 開催する準備を行った。 
○令和３年２月に、AMR ワンヘルス東京会議･シンポジウムを

Web 開催した。 
○今後も国際会議などを通じて情報共有を行う。 

先進国首脳会議(G7)進捗報告書コ
ミットメント 14(薬剤耐性(AMR）)指
標 

○WHO 総会や、G20 岡山保健大臣会合、世界健康安全保障ア
ジェンダ（GHSA）等の場を通じて国際社会の AMR に関する議
論に貢献した。 

○WHO 総会や世界健康安全保障アジェンダ（GHSA）等の場を
通じて国際社会の AMR に関する議論に貢献した。 

○引き続き、WHO 総会や G7・G20 保健大臣会合等の場を通じ
て国際社会の議論をリードし、各国に AMR 対策の取組を促
す。 

世界健康安全保障アジェンダ
（GHSA） 「薬剤耐性（AMR）アクシ
ョンパッケージ」目標の達成状況 

○GHSA の「AMR アクションパッケージ」において、平成 30 年 12
月から令和元年 12 月まで英国とともに共同議長を務めること
を通じて、各国との AMR の議論に貢献した。 

○GHSAの「AMRアクションパッケージ」に参加し、各国とのAMR
の議論に貢献した。 

○引き続き、GHSA 及びその AMR アクションパッケージの取組
を支援する。 

6.2 

研修会の実施回数、参加国数 

 
 
 
 
○動物分野については、令和 2 年 1 月～3 月に、OIE のコラボレ
ーティングセンターとして、アジアにおける AMR 対策の向上を
目的として、中国の政府機関の担当者を対象として、AMR の
専門的知識・技術に関する長期・集中的な個別研修を実施し
た。 

 
 
 
 
○動物分野については、令和 3 年 3 月に、OIE のコラボレーティ

ングセンターとして、アジアにおけるAMR 対策の向上を目的と
して、ネパールのＡＭＲ検査機関の担当者を対象として、AMR
の専門的知識・技術を伝達するための動画やテキストによる
研修を実施した。 

○ヒト分野については、引き続き、主にアジア諸国を対象として、
検査技術の研修、データ処理等に関する研修を実施してい
く。 

 
○動物分野については、アジア諸国の AMR 検査担当者に対す

る抗菌剤の慎重使用や動向調査・監視など AMR 対策に関す
る技術支援・セミナーを行う。 

AMR アクションプラン策定・実施の
ために支援を行った国々の数 

○令和３年 2 月に AMR ワンヘルス東京会議･シンポジウムを
Web 開催する準備を行った。 
また各国の AMR アクションプランに基づく取組みを情報収集
した。 

○令和３年２月に AMR ワンヘルス東京会議･シンポジウムを
Web 開催した。 
また各国の AMR アクションプランに基づく取組を情報収集し
た。 

○引き続き、国際会議の開催等をして、アジア諸国に対して、
AMR アクションプラン実施のための情報提供の支援・情報交
換を行う。 

 


